
JP WO2016/047483 A1 2016.3.31

(57)【要約】
本発明の目的は、発光輝度低下や画素シュリンクを引き
起さず、長期信頼性に優れた有機ＥＬ表示装置を提供す
ることである。本発明は、有機ＥＬ表示装置において、
第一電極上に形成されたで絶縁層が（Ａ）アルカリ可溶
性樹脂、（Ｂ）ｏ－キノンジアジド化合物、（Ｃ）有機
溶剤を含むポジ型感光性樹脂組成物より得られる硬化膜
であって、該硬化膜の断面を測定した際に得られるモル
比Ｓ／Ｃが０．００３以上０．００８以下であることを
特徴とする、有機ＥＬ表示装置である。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
有機ＥＬ表示装置において、第一電極上に形成された絶縁層が（Ａ）アルカリ可溶性樹脂
、（Ｂ）ｏ－キノンジアジド化合物、（Ｃ）有機溶剤を含むポジ型感光性樹脂組成物より
得られる硬化膜であり、該硬化膜の断面を電子線マイクロアナライザで測定した際に得ら
れる硫黄と炭素のモル比Ｓ／Ｃが０．００３以上０．００８以下であることを特徴とする
、有機ＥＬ表示装置。
【請求項２】
前記ポジ型感光性樹脂組成物に含まれる（Ａ）アルカリ可溶性樹脂が、ポリイミド、ポリ
イミド前駆体、またはポリベンゾオキサゾール前駆体の中から選ばれる少なくとも１種以
上のアルカリ可溶性樹脂またはそれらの共重合体であることを特徴とする、請求項１に記
載の有機ＥＬ表示装置。
【請求項３】
前記絶縁層の硬化膜を１８０℃、３０分加熱したときに放出されるアウトガス成分中、パ
ージ・アンド・トラップ法で吸着捕捉され、ガスクロマトグラフ質量分析（ＧＣ－ＭＳ）
にて検出される成分のうち、有機溶剤に由来するガス成分の総量がｎ－ヘキサデカン換算
で１０ｐｐｍ以下であることを特徴とする、請求項１または２に記載の有機ＥＬ表示装置
。
【請求項４】
前記絶縁層の硬化膜の５％熱重量減少温度が３５０℃以上であることを特徴とする、請求
項１～３のいずれかに記載の有機ＥＬ表示装置。
【請求項５】
有機ＥＬ表示装置において、駆動回路上に形成された平坦化層が（Ａ）アルカリ可溶性樹
脂、（Ｂ）ｏ－キノンジアジド化合物、（Ｃ）有機溶剤を含むポジ型感光性樹脂組成物よ
り得られる硬化膜であり、その硬化膜断面を電子線マイクロアナライザで測定した際に得
られる硫黄と炭素のモル比Ｓ／Ｃが０．００３以上０．００８以下であることを特徴とす
る、請求項１～４のいずれかに記載の有機ＥＬ表示装置。
【請求項６】
前記ポジ型感光性樹脂組成物に含まれる（Ａ）アルカリ可溶性樹脂が、ポリイミド、ポリ
イミド前駆体、またはポリベンゾオキサゾール前駆体の中から選ばれる少なくとも１種以
上のアルカリ可溶性樹脂またはそれらの共重合体であることを特徴とする、請求項５に記
載の有機ＥＬ表示装置。
【請求項７】
前記平坦化層の硬化膜を１８０℃、３０分加熱したときに放出されるアウトガス成分中、
パージ・アンド・トラップ法で吸着捕捉され、ガスクロマトグラフ質量分析（ＧＣ－ＭＳ
）にて検出される成分のうち、有機溶剤に由来するガス成分の総量がｎ－ヘキサデカン換
算で１０ｐｐｍ以下であることを特徴とする、請求項５または６に記載の有機ＥＬ表示装
置。
【請求項８】
前記平坦化層の硬化膜の５％熱重量減少温度が３５０℃以上であることを特徴とする、請
求項５～７のいずれかに記載の有機ＥＬ表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、第一電極上に形成された絶縁層を具備する有機ＥＬ表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　次世代フラットパネルディスプレイとして有機ＥＬ表示装置が注目されている。有機Ｅ
Ｌ表示装置は、有機化合物による電界発光を利用した自己発光型の表示装置であって、広
視野角、高速応答、高コントラストの画像表示が可能である。有機ＥＬ表示装置は、さら
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に薄型化、軽量化可能といった特徴も有することから、近年盛んに研究開発が進められて
いる。
【０００３】
　一方、有機ＥＬ表示装置の課題のひとつとして長期信頼性が挙げられる。有機発光材料
は一般にガス成分や水分に弱く、これらに曝されることで発光輝度低下や画素シュリンク
を引き起こす。ここで画素シュリンクとは、画素の端部から発光輝度が低下する、もしく
は不点灯となる現象を指す。こうした表示素子の長期信頼性向上のためには、有機発光材
料自身の耐久性を高めるのは勿論のこと、駆動回路を覆う平坦化層や第一電極上に形成さ
れた絶縁層といった周辺材料の特性向上が不可欠である。上述の平坦化層や絶縁層は、感
光性樹脂組成物を用いることで所望のパターンを簡便に得ることができる。中でもポジ型
の感光性樹脂組成物がアルカリ現像可能で解像性に優れる点で好ましい。
【０００４】
　これまでに提案されてきたポジ型感光性樹脂組成物としては、アルカリ可溶性樹脂に感
光成分のｏ－キノンジアジド化合物を混合したもので、樹脂としてポリイミド前駆体を用
いたもの（例えば特許文献１参照）、ポリベンゾオキサゾール前駆体を用いたもの（例え
ば特許文献２参照）が挙げられる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００２－９１３４３号公報（請求項１～４）
【特許文献２】特開２００２－１１６７１５号公報（請求項１～４）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、上記に挙げた特許文献で提案された材料は、絶縁層の断面形状を順テー
パーにすることができる点で好ましいが、長期信頼性の観点で十分な性能を有するとは言
い難い。本発明は、上記問題点を鑑み、発光輝度低下や画素シュリンクを引き起さず、長
期信頼性に優れた有機ＥＬ表示装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、有機ＥＬ表示装置において、第一電極上に形成された絶縁層が（Ａ）アルカ
リ可溶性樹脂、（Ｂ）ｏ－キノンジアジド化合物、（Ｃ）有機溶剤を含むポジ型感光性樹
脂組成物より得られる硬化膜であり、該硬化膜の断面を電子線マイクロアナライザで測定
した際に得られる硫黄と炭素のモル比Ｓ／Ｃが０．００３以上０．００８以下であること
を特徴とする、有機ＥＬ表示装置である。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の有機ＥＬ表示装置は、発光輝度低下や画素シュリンクを引き起さず、長期信頼
性に優れた有機ＥＬ表示装置とすることができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】ＴＦＴ基板の断面図である。
【図２】有機ＥＬ表示装置の基板の概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本発明の実施の形態について詳細に説明する。
【００１１】
　本発明の実施形態の有機ＥＬ表示装置は、マトリックス上に形成された複数の画素を有
するアクティブマトリックス型の有機ＥＬ表示装置である。アクティブマトリックス型の
表示装置は、ガラスなどの基板上にＴＦＴ（薄膜トランジスタ）とＴＦＴの側方部に位置
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しＴＦＴと接続された配線とを有し、その駆動回路上に凹凸を覆うようにして平坦化層を
有し、さらに平坦化層上に表示素子が設けられている。表示素子と配線とは、平坦化層に
形成されたコンタクトホールを介して接続される。また、本発明の実施形態の有機ＥＬ表
示装置では、第一電極上に絶縁層が形成される。
【００１２】
　図１に平坦化層と絶縁層を形成したＴＦＴ基板の断面図を示す。基板６上に、ボトムゲ
ート型またはトップゲート型のＴＦＴ１が行列状に設けられており、このＴＦＴ１を覆う
状態でＴＦＴ絶縁層３が形成されている。また、このＴＦＴ絶縁層３の下にＴＦＴ１に接
続された配線２が設けられている。さらにＴＦＴ絶縁層３上には、配線２を開口するコン
タクトホール７とこれらを埋め込む状態で平坦化層４が設けられている。平坦化層４には
、配線２のコンタクトホール７に達するように開口部が設けられている。そして、このコ
ンタクトホール７を介して、配線２に接続された状態で、平坦化層４上にＩＴＯ（透明電
極）５が形成されている。ここで、ＩＴＯ５は、有機ＥＬ素子の第一電極となる。そして
ＩＴＯ５の周縁を覆うように絶縁層８が形成される。この有機ＥＬ素子は、基板６の反対
側から発光光を放出するトップエミッション型でもよいし、基板６側から光を取り出すボ
トムエミッション型でもよい。
【００１３】
　また、この基板に赤、緑、青色領域にそれぞれ発光ピーク波長を有する有機ＥＬ素子が
配列したもの、もしくは全面に白色の有機ＥＬ素子を作製して別途カラーフィルタと組み
合わせて使用するようなものをカラーディスプレイと呼び、通常、表示される赤色領域の
光のピーク波長は５６０～７００ｎｍ、緑色領域は５００～５６０ｎｍ、青色領域は４２
０～５００ｎｍの範囲である。
【００１４】
　発光画素と呼ばれる範囲は、対向配置された第一電極と第二電極とが交差し重なる部分
、さらに、第一電極上の絶縁層により規制される範囲である。アクティブマトリックス型
ディスプレイにおいては、スイッチング手段が形成される部分が発光画素の一部を占有す
るように配置されることがあり、発光画素の形状は矩形状ではなく、一部分が欠落したよ
うな形でもよい。しかしながら、発光画素の形状はこれらに限定されるものではなく、例
えば円形でもよく、絶縁層の形状によっても容易に変化させることができる。
【００１５】
　本発明の有機ＥＬ素子の作製は、マスク蒸着法によって有機ＥＬ層が形成される。マス
ク蒸着法とは、蒸着マスクを用いて有機化合物を蒸着してパターニングする方法で、所望
のパターンを開口部とした蒸着マスクを基板の蒸着源側に配置して蒸着を行う。高精度の
蒸着パターンを得るためには、平坦性の高い蒸着マスクを基板に密着させることが重要で
あり、一般的に、蒸着マスクに張力をかける技術や、基板背面に配置した磁石によって蒸
着マスクを基板に密着させる技術などが用いられる。
【００１６】
　蒸着マスクの製造方法としては、エッチング法や機械的研磨、サンドブラスト法、焼結
法、レーザー加工法、感光性樹脂の利用などが挙げられるが、微細なパターンが必要な場
合は、加工精度に優れるエッチング法や電鋳法を用いることが多い。
【００１７】
　本発明の有機ＥＬ素子に含まれる有機ＥＬ層の構成は特に限定されず、例えば、（１）
正孔輸送層／発光層、（２）正孔輸送層／発光層／電子輸送層、（３）発光層／電子輸送
層のいずれであってもよい。
【００１８】
　続いて第二電極を形成する。アクティブマトリックス型では、発光領域全体に渡って第
二電極がベタで形成されることが多い。第二電極には、電子を効率よく注入できる陰極と
しての機能が求められるので、電極の安定性を考慮して金属材料が多く用いられる。なお
、第一電極を陰極に、第二電極を陽極にすることも可能である。
【００１９】
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　第二電極を形成後、封止をおこない有機ＥＬ表示装置が得られる。一般的に、有機ＥＬ
素子は酸素や水分に弱いとされ、信頼性の高い表示装置を得るためには出来るだけ酸素と
水分の少ない雰囲気下で封止をおこなうことが好ましい。封止に使用する部材についても
、ガスバリア性の高いものを選定することが好ましい
　本発明の有機ＥＬ表示装置では、第一電極上に形成された絶縁層が（Ａ）アルカリ可溶
性樹脂、（Ｂ）ｏ－キノンジアジド化合物、（Ｃ）有機溶剤を含むポジ型感光性樹脂組成
物より得られる硬化膜であって、該硬化膜の断面を電子線マイクロアナライザで測定した
際に得られる硫黄と炭素のモル比Ｓ／Ｃが０．００３以上０．００８以下であることを特
徴とする。
【００２０】
　本発明者は鋭意検討を重ねた結果、絶縁層中に含有する硫黄原子が、有機ＥＬ装置の長
期信頼性を低下させる因子であることを突き止めるに至った。より具体的には、平坦化層
または絶縁層中の硫黄成分が画素内部に染み出ることで、画素の端部から発光輝度が低下
する、もしくは不点灯となる、画素シュリンクと呼ばれる現象を引き起こすことを特定し
た。
【００２１】
　この課題に対し、該硬化膜の断面を電子線マイクロアナライザで測定した際に得られる
硫黄と炭素のモル比Ｓ／Ｃを０．００８以下、より好ましくは０．００７以下、さらに好
ましくは０．００６以下とすることで、発光輝度の低下や画素シュリンクが起こらず、有
機ＥＬ装置として十分な長期信頼性を与えることが可能となる。また上記モル比Ｓ／Ｃを
０．００３以上、より好ましくは０．００４以上とすることで、ポジ型感光性樹脂として
優れた感度で加工することができる。硫黄と炭素のモル比Ｓ／Ｃの測定方法としては、有
機ＥＬ表示装置を分解および研磨することによって絶縁層を露出させ、電子線マイクロア
ナライザを用い、標準試料を用いた定量分析法により硫黄および炭素のピーク強度を測定
し求めた。
【００２２】
　また、該硬化膜を１８０℃、３０分加熱したときに放出されるアウトガス成分中、パー
ジ・アンド・トラップ法で吸着捕捉され、ガスクロマトグラフ質量分析（ＧＣ－ＭＳ）に
て検出される成分のうち、有機溶剤に由来するガス成分の総量がｎ－ヘキサデカン換算で
１０ｐｐｍ以下であることが好ましい。これにより有機ＥＬ表示装置の信頼性をさらに高
めることができる。より具体的には、硬化膜中に残存する微量の有機溶剤が原因で引き起
こされる画素シュリンクを大幅に抑制できる。有機溶剤に由来するアウトガスの測定方法
としては、有機ＥＬ表示装置を分解および研磨することによって絶縁層を露出させ、絶縁
層を必要量採取した上、１８０℃、３０分加熱し、パージ・アンド・トラップ法で吸着捕
捉した成分をＧＣ－ＭＳを用いて分析した。ｎ－ヘキサデカンを標準物質として、検量線
を作成し、ガス成分の発生量を求めた。なお、有機溶剤に由来するガス成分とは、後述す
る（Ｃ）成分として具体的に記載している化合物のことを指す。　さらには、該硬化膜の
５％熱重量減少温度は３５０℃以上であることが好ましい。これにより、有機ＥＬ表示装
置の長期信頼性をさらに高める効果が得られる。５％熱重量減少温度の測定方法は、有機
ＥＬ表示装置を分解および研磨することによって絶縁層を露出させ、絶縁層を必要量採取
した上、熱重量分析装置を用いて重量が初期重量に対して５％減少した温度を測定するこ
とにより求めた。
【００２３】
　絶縁層と同様に、駆動回路上に形成された平坦化層についても上記の硬化膜であること
が好ましい。すなわち、駆動回路上に形成された平坦化層が（Ａ）アルカリ可溶性樹脂、
（Ｂ）ｏ－キノンジアジド化合物、（Ｃ）有機溶剤を含むポジ型感光性樹脂組成物より得
られる硬化膜であり、その硬化膜断面を電子線マイクロアナライザで測定した際に得られ
る硫黄と炭素のモル比Ｓ／Ｃが０．００３以上０．００８以下であることが好ましい。平
坦化層に上記の硬化膜を用いることで、有機ＥＬの長期信頼性をより向上させることが可
能となる。
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　平坦化層の硬化膜について、硫黄と炭素のモル比Ｓ／Ｃ、有機溶剤に由来するアウトガ
ス、および５％熱重量減少温度を測定する場合も、有機ＥＬ表示装置を分解および研磨す
ることによって平坦化層を露出させ、絶縁層と同様の方法で実施する。
【００２５】
　本発明の有機ＥＬ表示装置において、第一電極上に形成された絶縁層の硬化膜や、駆動
回路上に形成された平坦化層の硬化膜は、（Ａ）アルカリ可溶性樹脂、（Ｂ）ｏ－キノン
ジアジド化合物、（Ｃ）有機溶剤を含むポジ型感光性樹脂組成物より得られる硬化膜と規
定されている。すなわち、上記硬化膜は、特定のポジ型感光性樹脂組成物より得られる硬
化膜として規定されている。よって、「その物の製造方法が記載されている場合」に該当
すると解される可能性がある。
【００２６】
　しかしながら、一般的に硬化膜を、「その構造又は特性により直接特定すること」は困
難である。よって、「出願人にこのような特定を要求することがおよそ実際的でないとい
う事情（「不可能・非実際的事情」）」が存在すると考えられる。
【００２７】
　本発明で用いられるポジ型感光性樹脂組成物は（Ａ）アルカリ可溶性樹脂を含有する。
本発明におけるアルカリ可溶性とは、樹脂をγ－ブチロラクトンに溶解した溶液をシリコ
ンウェハー上に塗布し、１２０℃で４分間プリベークを行って膜厚１０μｍ±０．５μｍ
のプリベーク膜を形成し、該プリベーク膜を２３±１℃の２．３８重量％テトラメチルア
ンモニウムヒドロキシド水溶液に１分間浸漬した後、純水でリンス処理したときの膜厚減
少から求められる溶解速度が５０ｎｍ／分以上であることをいう。
【００２８】
　（Ａ）アルカリ可溶性樹脂としては、ポリイミド、ポリイミド前駆体、ポリベンゾオキ
サゾール、ポリベンゾオキサゾール前駆体、ポリアミノアミド、ポリアミド、アルカリ可
溶性基を有するラジカル重合性モノマーから得られる重合体、カルド樹脂、フェノール樹
脂、環状オレフィン重合体、シロキサン樹脂などが挙げられるが、これに限定されない。
これらの樹脂を２種以上含有してもよい。これらのアルカリ可溶性樹脂の中でも、耐熱性
に優れ、高温下におけるアウトガス量が少ないものが好ましい。具体的には、ポリイミド
、ポリイミド前駆体、またはポリベンゾオキサゾール前駆体の中から選ばれる少なくとも
１種以上のアルカリ可溶性樹脂またはそれらの共重合体が好ましい。
【００２９】
　本発明の（Ａ）アルカリ可溶性樹脂として用いることができるポリイミド、ポリイミド
前駆体、またはポリベンゾオキサゾール前駆体の中から選ばれるアルカリ可溶性樹脂また
はそれらの共重合体は、上記アルカリ可溶性を付与するため、樹脂の構造単位中および／
またはその主鎖末端に酸性基を有することが好ましい。酸性基としては、例えば、カルボ
キシル基、フェノール性水酸基、スルホン酸基などが挙げられ、これらの中で、カルボキ
シル基またはフェノール性水酸基が、硫黄原子を含まない点で好ましい。また、フッ素原
子を有することが好ましく、アルカリ水溶液で現像する際に、膜と基材との界面に撥水性
を付与し、界面へのアルカリ水溶液のしみこみを抑制することができる。アルカリ可溶性
樹脂中のフッ素原子含有量は、界面へのアルカリ水溶液のしみこみ防止効果の観点から５
重量％以上が好ましく、アルカリ水溶液に対する溶解性の点から２０重量％以下が好まし
い。
【００３０】
　上述のポリイミドは下記一般式（１）で表される構造単位を有し、ポリイミド前駆体お
よびポリベンゾオキサゾール前駆体は下記一般式（２）で表される構造単位を有する。こ
れらを２種以上含有してもよいし、一般式（１）で表される構造単位および一般式（２）
で表される構造単位を共重合した樹脂を用いてもよい。
【００３１】
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【化１】

【００３２】
　一般式（１）中、Ｒ1は４～１０価の有機基、Ｒ2は２～８価の有機基を表す。Ｒ3およ
びＲ4はカルボキシル基、またはフェノール性水酸基を表し、それぞれ単一のものであっ
ても異なるものが混在していてもよい。ｐおよびｑは０～６の整数を表す。
【００３３】

【化２】

【００３４】
　一般式（２）中、Ｒ5は２～８価の有機基、Ｒ6は２～８価の有機基を表す。Ｒ7および
Ｒ8はフェノール性水酸基、またはＣＯＯＲ9を表し、それぞれ単一のものであっても異な
るものが混在していてもよい。Ｒ9は水素原子または炭素数１～２０の１価の炭化水素基
を示す。ｒおよびｓは０～６の整数を表す。ただしｒ＋ｓ＞０である。
【００３５】
　ポリイミド、ポリイミド前駆体、またはポリベンゾオキサゾール前駆体の中から選ばれ
るアルカリ可溶性樹脂またはそれらの共重合体は、一般式（１）または（２）で表される
構造単位を５～１０００００有することが好ましい。また、一般式（１）または（２）で
表される構造単位に加えて、他の構造単位を有してもよい。この場合、一般式（１）また
は（２）で表される構造単位を、全構造単位数のうち５０モル％以上有することが好まし
い。
【００３６】
　上記一般式（１）中、Ｒ1－（Ｒ3）pは酸二無水物の残基を表す。Ｒ1は４価～１０価の
有機基であり、なかでも芳香族環または環状脂肪族基を含有する炭素原子数５～４０の有
機基が好ましい。
【００３７】
　酸二無水物としては、具体的には、ピロメリット酸二無水物、３，３’，４，４’－ビ
フェニルテトラカルボン酸二無水物、２，３，３’，４’－ビフェニルテトラカルボン酸
二無水物、２，２’，３，３’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、３，３’，４，
４’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、２，２’，３，３’－ベンゾフェノン
テトラカルボン酸二無水物、２，２－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）プロパン二
無水物、２，２－ビス（２，３－ジカルボキシフェニル）プロパン二無水物、１，１－ビ
ス（３，４－ジカルボキシフェニル）エタン二無水物、１，１－ビス（２，３－ジカルボ
キシフェニル）エタン二無水物、ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）メタン二無水物
、ビス（２，３－ジカルボキシフェニル）メタン二無水物、ビス（３，４－ジカルボキシ
フェニル）エーテル二無水物、１，２，５，６－ナフタレンテトラカルボン酸二無水物、
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４－（３，４－ジカルボキシフェノキシ）フェニル｝フルオレン酸二無水物、２，３，６
，７－ナフタレンテトラカルボン酸二無水物、２，３，５，６－ピリジンテトラカルボン
酸二無水物、３，４，９，１０－ペリレンテトラカルボン酸二無水物、２，２－ビス（３
，４－ジカルボキシフェニル）ヘキサフルオロプロパン二無水物、および下記に示した構
造の酸二無水物などの芳香族テトラカルボン酸二無水物や、ブタンテトラカルボン酸二無
水物、１，２，３，４－シクロペンタンテトラカルボン酸二無水物などの脂肪族のテトラ
カルボン酸二無水物などを挙げることができる。これらを２種以上用いてもよい。
【００３８】
【化３】

【００３９】
　Ｒ10は酸素原子、Ｃ（ＣＦ3）2、またはＣ（ＣＨ3）2を表す。Ｒ11およびＲ12は水素原
子、または水酸基を表す。
【００４０】
　上記一般式（２）中、Ｒ5－（Ｒ7）rは酸の残基を表す。Ｒ5は２価～８価の有機基であ
り、なかでも芳香族環または環状脂肪族基を含有する炭素原子数５～４０の有機基が好ま
しい。
【００４１】
　酸成分としては、ジカルボン酸の例としてテレフタル酸、イソフタル酸、ジフェニルエ
ーテルジカルボン酸、ビス（カルボキシフェニル）ヘキサフルオロプロパン、ビフェニル
ジカルボン酸、ベンゾフェノンジカルボン酸、トリフェニルジカルボン酸など、トリカル
ボン酸の例としてトリメリット酸、トリメシン酸、ジフェニルエーテルトリカルボン酸、
ビフェニルトリカルボン酸など、テトラカルボン酸の例としてピロメリット酸、３，３’
，４，４’－ビフェニルテトラカルボン酸、２，３，３’，４’－ビフェニルテトラカル
ボン酸、２，２’，３，３’－ビフェニルテトラカルボン酸、３，３’，４，４’－ベン
ゾフェノンテトラカルボン酸、２，２’，３，３’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸、
２，２－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）ヘキサフルオロプロパン、２，２－ビス
（２，３－ジカルボキシフェニル）ヘキサフルオロプロパン、１，１－ビス（３，４－ジ
カルボキシフェニル）エタン、１，１－ビス（２，３－ジカルボキシフェニル）エタン、
ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）メタン、ビス（２，３－ジカルボキシフェニル）
メタン、ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）エーテル、１，２，５，６－ナフタレン
テトラカルボン酸、２，３，６，７－ナフタレンテトラカルボン酸、２，３，５，６－ピ
リジンテトラカルボン酸、３，４，９，１０－ペリレンテトラカルボン酸および下記に示
した構造の芳香族テトラカルボン酸や、ブタンテトラカルボン酸、１，２，３，４－シク
ロペンタンテトラカルボン酸などの脂肪族のテトラカルボン酸などを挙げることができる
。これらを２種以上用いてもよい。
【００４２】
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【化４】

【００４３】
　Ｒ10は酸素原子、Ｃ（ＣＦ3）2、またはＣ（ＣＨ3）2を表す。Ｒ11およびＲ12は水素原
子、または水酸基を表す。
【００４４】
　これらのうち、トリカルボン酸、テトラカルボン酸では１つまたは２つのカルボキシル
基が一般式（２）におけるＲ7基に相当する。また、上に例示したジカルボン酸、トリカ
ルボン酸、テトラカルボン酸の水素原子を、一般式（２）におけるＲ7基、好ましくは水
酸基で１～４個置換したものがより好ましい。これらの酸は、そのまま、あるいは酸無水
物、活性エステルとして使用できる。
【００４５】
　上記一般式（１）のＲ2－（Ｒ4）qおよび上記一般式（２）のＲ6－（Ｒ8）sはジアミン
の残基を表す。Ｒ2およびＲ8は２～８価の有機基であり、なかでも芳香族環または環状脂
肪族基を含有する炭素原子数５～４０の有機基が好ましい。
【００４６】
　ジアミンの具体的な例としては、３，４’－ジアミノジフェニルエーテル、４，４’－
ジアミノジフェニルエーテル、３，４’－ジアミノジフェニルメタン、４，４’－ジアミ
ノジフェニルメタン、１，４－ビス（４－アミノフェノキシ）ベンゼン、ベンジジン、ｍ
－フェニレンジアミン、ｐ－フェニレンジアミン、１，５－ナフタレンジアミン、２，６
－ナフタレンジアミン、ビス（４－アミノフェノキシ）ビフェニル、ビス｛４－（４－ア
ミノフェノキシ）フェニル｝エーテル、１，４－ビス（４－アミノフェノキシ）ベンゼン
、２，２’－ジメチル－４，４’－ジアミノビフェニル、２，２’－ジエチル－４，４’
－ジアミノビフェニル、３，３’－ジメチル－４，４’－ジアミノビフェニル、３，３’
－ジエチル－４，４’－ジアミノビフェニル、２，２’，３，３’－テトラメチル－４，
４’－ジアミノビフェニル、３，３’，４，４’－テトラメチル－４，４’－ジアミノビ
フェニル、２，２’－ジ（トリフルオロメチル）－４，４’－ジアミノビフェニル、９，
９－ビス（４－アミノフェニル）フルオレンあるいはこれらの芳香族環の水素原子の少な
くとも一部をアルキル基やハロゲン原子で置換した化合物や、脂肪族のシクロヘキシルジ
アミン、メチレンビスシクロヘキシルアミンおよび下記に示した構造のジアミンなどが挙
げられる。これらを２種以上用いてもよい。
【００４７】
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【化５】

【００４８】
　Ｒ10は酸素原子、Ｃ（ＣＦ3）2、またはＣ（ＣＨ3）2を表す。Ｒ11～Ｒ14はそれぞれ独
立に水素原子、または水酸基を表す。
【００４９】
　これらのジアミンは、ジアミンとして、または対応するジイソシアネート化合物、トリ
メチルシリル化ジアミンとして使用できる。
【００５０】
　また、これらの樹脂の末端を、酸性基を有するモノアミン、酸無水物、酸クロリド、モ
ノカルボン酸により封止することで、主鎖末端に酸性基を有する樹脂を得ることができる
。
【００５１】
　このようなモノアミンの好ましい例としては、５－アミノ－８－ヒドロキシキノリン、
１－ヒドロキシ－７－アミノナフタレン、１－ヒドロキシ－６－アミノナフタレン、１－
ヒドロキシ－５－アミノナフタレン、１－ヒドロキシ－４－アミノナフタレン、２－ヒド
ロキシ－７－アミノナフタレン、２－ヒドロキシ－６－アミノナフタレン、２－ヒドロキ
シ－５－アミノナフタレン、１－カルボキシ－７－アミノナフタレン、１－カルボキシ－
６－アミノナフタレン、１－カルボキシ－５－アミノナフタレン、２－カルボキシ－７－
アミノナフタレン、２－カルボキシ－６－アミノナフタレン、２－カルボキシ－５－アミ
ノナフタレン、２－アミノ安息香酸、３－アミノ安息香酸、４－アミノ安息香酸、４－ア
ミノサリチル酸、５－アミノサリチル酸、６－アミノサリチル酸、３－アミノ－４，６－
ジヒドロキシピリミジン、２－アミノフェノール、３－アミノフェノール、４－アミノフ
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ェノール、２－アミノチオフェノール、３－アミノチオフェノール、４－アミノチオフェ
ノールなどが挙げられる。これらを２種以上用いてもよい。
【００５２】
　また、このような酸無水物、酸クロリド、モノカルボン酸の好ましい例としては、無水
フタル酸、無水マレイン酸、ナジック酸無水物、シクロヘキサンジカルボン酸無水物、３
－ヒドロキシフタル酸無水物などの酸無水物、３－カルボキシフェノール、４－カルボキ
シフェノール、３－カルボキシチオフェノール、４－カルボキシチオフェノール、１－ヒ
ドロキシ－７－カルボキシナフタレン、１－ヒドロキシ－６－カルボキシナフタレン、１
－ヒドロキシ－５－カルボキシナフタレン、１－メルカプト－７－カルボキシナフタレン
、１－メルカプト－６－カルボキシナフタレン、１－メルカプト－５－カルボキシナフタ
レン、などのモノカルボン酸類およびこれらのカルボキシル基が酸クロリド化したモノ酸
クロリド化合物、テレフタル酸、フタル酸、マレイン酸、シクロヘキサンジカルボン酸、
１，５－ジカルボキシナフタレン、１，６－ジカルボキシナフタレン、１，７－ジカルボ
キシナフタレン、２，６－ジカルボキシナフタレンなどのジカルボン酸類の１つのカルボ
キシル基だけが酸クロリド化したモノ酸クロリド化合物、モノ酸クロリド化合物とＮ－ヒ
ドロキシベンゾトリアゾールやＮ－ヒドロキシ－５－ノルボルネン－２，３－ジカルボキ
シイミドとの反応により得られる活性エステル化合物が挙げられる。これらを２種以上用
いてもよい。
【００５３】
　上記したモノアミン、酸無水物、酸クロリド、モノカルボン酸などの末端封止剤の含有
量は、樹脂を構成する酸およびアミン成分の総和１００モル％に対して、２～２５モル％
が好ましい。
【００５４】
　樹脂中に導入された末端封止剤は、以下の方法で容易に検出できる。例えば、末端封止
剤が導入された樹脂を、酸性溶液に溶解し、樹脂の構成単位であるアミン成分と酸成分に
分解し、これをガスクロマトグラフィー（ＧＣ）や、ＮＭＲ測定することにより、末端封
止剤を容易に検出できる。これとは別に、末端封止剤が導入された樹脂を直接、熱分解ガ
スクロマトグラフ（ＰＧＣ）や赤外スペクトル及び13Ｃ－ＮＭＲスペクトル測定すること
で検出することが可能である。
【００５５】
　本発明の（Ａ）アルカリ可溶性樹脂は公知の方法により合成される。ポリアミド酸また
はポリアミド酸エステルの場合、製造方法として例えば、低温中でテトラカルボン酸二無
水物とジアミン化合物を反応させる方法、テトラカルボン酸二無水物とアルコールとによ
りジエステルを得、その後アミンと縮合剤の存在下で反応させる方法、テトラカルボン酸
二無水物とアルコールとによりジエステルを得、その後残りのジカルボン酸を酸クロリド
化し、アミンと反応させる方法などで合成することができる。
【００５６】
　ポリヒドロキシアミドの場合、製造方法としては、ビスアミノフェノール化合物とジカ
ルボン酸を縮合反応させることで得ることが出来る。具体的には、ジシクロヘキシルカル
ボジイミド（ＤＣＣ）のような脱水縮合剤と酸を反応させ、ここにビスアミノフェノール
化合物を加える方法やピリジンなどの３級アミンを加えたビスアミノフェノール化合物の
溶液にジカルボン酸ジクロリドの溶液を滴下するなどがある。
【００５７】
　ポリイミドの場合、前述の方法で得られたポリアミド酸またはポリアミド酸エステルを
加熱あるいは酸や塩基などの化学処理で脱水閉環することにより得ることができる。
【００５８】
　本発明の（Ａ）アルカリ可溶性樹脂として用いることができるアルカリ可溶性基を有す
るラジカル重合性モノマーを含む重合体は、アルカリ可溶性を付与するために、フェノー
ル性水酸基またはカルボキシル基を有するラジカル重合性モノマーを用いる。フェノール
性水酸基またはカルボキシル基を有するラジカル重合性モノマーとしては、例えば、ｏ－
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ヒドロキシスチレン、ｍ－ヒドロキシスチレンおよびｐ－ヒドロキシスチレン、ならびに
これらのアルキル、アルコキシ、ハロゲン、ハロアルキル、ニトロ、シアノ、アミド、エ
ステル、カルボキシ置換体； ビニルヒドロキノン、５－ビニルピロガロール、６－ビニ
ルピロガロール、１－ビニルフロログリシノ－ ル等のポリヒドロキシビニルフェノール
類； ｏ－ビニル安息香酸、ｍ－ビニル安息香酸、およびｐ－ビニル安息香酸、ならびに
これらのアルキル、アルコキシ、ハロゲン、ニトロ、シアノ、アミド、エステル置換体、
メタクリル酸およびアクリル酸、ならびにこれらのα－位のハロアルキル、アルコキシ、
ハロゲン、ニトロ、シアノ置換体； マレイン酸、無水マレイン酸、フマル酸、無水フマ
ル酸、シトラコン酸、メサコン酸、イタコン酸および１,４－シクロヘキセンジカルボン
酸等の二価の不飽和カルボン酸、ならびにこれらのメチル、エチル、プロピル、ｉ－プロ
ピル、ｎ－ブチル、ｓｅｃ－ブチル、ｔｅｒ－ブチル、フェニル、ｏ－、ｍ－、ｐ－トル
イルハーフエステルおよびハーフアミドが好ましい。
【００５９】
　これらのうち、ｏ－ヒドロキシスチレン、ｍ－ヒドロキシスチレンおよびｐ－ヒドロキ
シスチレン、ならびにこれらのアルキル、アルコキシ置換体がパターニング時の感度や解
像度、現像後の残膜率、耐熱変形性、耐溶剤性、下地との密着性、溶液の保存安定性等の
点から好ましく用いられる。これらは１種または２種以上のモノマーを一緒に用いること
ができる。
【００６０】
　また、その他のラジカル重合性モノマーは、例えばスチレン、およびスチレンのα－位
、ｏ－位、ｍ－位、またはｐ－位のアルキル、アルコキシ、ハロゲン、ハロアルキル、ニ
トロ、シアノ、アミド、エステル置換体； ブタジエン、イソプレン、クロロプレン等の
ジオレフィン類； メタクリル酸またはアクリル酸のメチル、エチル、ｎ－プロピル、ｉ
－プロピル、ｎ－ブチル、ｓｅｃ－ブチル、ｔｅｒ－ブチル、ペンチル、ネオペンチル、
イソアミルヘキシル、シクロヘキシル、アダマンチル、アリル、プロパギル、フェニル、
ナフチル、アントラセニル、アントラキノニル、ピペロニル、サリチル、シクロヘキシル
、ベンジル、フェネシル、クレシル、グリシジル、１,１,１－トリフルオロエチル、パー
フルオロエチル、パーフルオロ－ｎ－プロピル、パーフルオロ－ｉ－プロピル、トリフェ
ニルメチル、トリシクロ［５.２.１.０ 2 , 6］ デカン－８－イル（ 慣用名：「ジシク
ロペンタニル」）、クミル、３－（Ｎ,Ｎ－ジメチルアミノ）プロピル、３－（Ｎ,Ｎ－ジ
メチルアミノ）エチル、フリル、フルフリルの各エステル化物、メタクリル酸またはアク
リル酸のアニリド、アミド、またはＮ,Ｎ－ジメチル、Ｎ,Ｎ－ジエチル、Ｎ,Ｎ－ジプロ
ピル、Ｎ,Ｎ－ジイソプロピル、アントラニルアミド、アクリロニトリル、アクロレイン
、メタクリロニトリル、塩化ビニル、塩化ビニリデン、弗化ビニル、弗化ビニリデン、Ｎ
－ビニルピロリドン、ビニルピリジン、酢酸ビニル、Ｎ－フェニルマレインイミド、Ｎ－
（４－ヒドロキシフェニル）マレインイミド、Ｎ－メタクリロイルフタルイミド、Ｎ－ア
クリロイルフタルイミド等を用いることができる。これらは１種または２種以上併用する
ことができる。
【００６１】
　これらのうち、スチレン、およびスチレンのα－位、ｏ－位、ｍ－位、ｐ－位のアルキ
ル、アルコキシ、ハロゲン、ハロアルキル置換体； ブタジエン、イソプレン； メタクリ
ル酸、またはアクリル酸のメチル、エチル、ｎ－プロピル、ｎ－ブチル、グリシジルおよ
びトリシクロ［５.２.１.０ 2 , 6］ デカン－８－イルの各エステル物が、パタ－ニング
時の感度や解像度、現像後の残膜率、耐熱変形性、耐溶剤性、下地との密着性、溶液の保
存安定性等の観点から特に好適に用いられる。アルカリ可溶性樹脂としてフェノール性水
酸基を有するラジカル重合性モノマーとその他のラジカル重合性モノマーの共重合体を用
いる場合、その他のラジカル重合性モノマーの好ましい割合は、フェノール性水酸基を持
つラジカル重合性モノマーおよび他のラジカル重合性モノマーの合計量に対して、好まし
くは４０重量％以下、特に好ましくは５～３０重量％である。また、アルカリ可溶性樹脂
としてカルボキシル基を有するラジカル重合性モノマーとその他のラジカル重合性モノマ
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ーの共重合体を用いる場合、他のラジカル重合性モノマーの好ましい割合は、カルボキシ
ル基を有するラジカル重合性モノマーおよび他のラジカル重合性モノマーの合計量に対し
て、好ましくは９０重量％ 以下、特に好ましくは１０ ～８０重量％である。これらのラ
ジカル重合性モノマーの割合がフェノール性水酸基またはカルボキシル基を有するラジカ
ル重合性モノマーに対して前述した割合を越えると、アルカリ現像が困難となる場合があ
る。
【００６２】
　アルカリ可溶性基を有するラジカル重合性モノマーを含む重合体の製造に用いられる溶
剤は、例えばメタノール、エタノールなどのアルコール類； テトラヒドロフランなどの
エーテル類； エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチル
エーテルなどのグリコールエーテル類； メチルセロソルブアセテート、エチルセロソル
ブアセテートなどのエチレングリコールアルキルエーテルアセテート類； ジエチレング
リコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレング
リコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールジエチルエーテル、ジエチレングリコ
ールエチルメチルエーテルなどのジエチレングリコール類； プロピレングリコールモノ
メチルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテル、プロピレングリコールモノ
プロピルエーテル、プロピレングリコールモノブチルエーテルなどのプロピレングリコー
ルモノアルキルエーテル類； プロピレングリコールメチルエーテルアセテート、プロピ
レングリコールエチルエーテルアセテート、プロピレングリコールプロピルエーテルアセ
テート、プロピレングリコールブチルエーテルアセテートなどのプロピレングリコールア
ルキルエーテルアセテート類； プロピレングリコールメチルエーテルプロピオネート、
プロピレングリコールエチルエーテルプロピオネート、プロピレングリコールプロピルエ
ーテルプロピオネート、プロピレングリコールブチルエーテルプロピオネートなどのプロ
ピレングリコールアルキルエーテルプロピオネート類； トルエン、キシレンなどの芳香
族炭化水素類； メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、４－ヒドロキシ－４－メチル
－２－ペンタノンなどのケトン類； および酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸プロピル、酢
酸ブチル、２－ヒドロキシプロピオン酸エチル、２－ヒドロキシ－２－メチルプロピオン
酸メチル、２－ヒドロキシ－２－メチルプロピオン酸エチル、ヒドロキシ酢酸メチル、ヒ
ドロキシ酢酸エチル、ヒドロキシ酢酸ブチル、乳酸メチル、乳酸エチル、乳酸プロピル、
乳酸ブチル、３－ヒドロキシプロピオン酸メチル、３－ヒドロキシプロピオン酸エチル、
３－ヒドロキシプロピオン酸プロピル、３－ヒドロキシプロピオン酸ブチル、２－ヒドロ
キシ－３－メチルブタン酸メチル、メトキシ酢酸メチル、メトキシ酢酸エチル、メトキシ
酢酸プロピル、メトキシ酢酸ブチル、エトキシ酢酸メチル、エトキシ酢酸エチル、エトキ
シ酢酸プロピル、エトキシ酢酸ブチル、プロポキシ酢酸メチル、プロポキシ酢酸エチル、
プロポキシ酢酸プロピル、プロポキシ酢酸ブチル、ブトキシ酢酸メチル、ブトキシ酢酸エ
チル、ブトキシ酢酸プロピル、ブトキシ酢酸ブチル、２－メトキシプロピオン酸メチル、
２－メトキシプロピオン酸エチル、２－メトキシプロピオン酸プロピル、２－メトキシプ
ロピオン酸ブチル、２－エトキシプロピオン酸メチル、２－エトキシプロピオン酸エチル
、２－エトキシプロピオン酸プロピル、２－エトキシプロピオン酸ブチル、２－ブトキシ
プロピオン酸メチル、２－ブトキシプロピオン酸エチル、２－ブトキシプロピオン酸プロ
ピル、２－ブトキシプロピオン酸ブチル、３－メトキシプロピオン酸メチル、３－メトキ
シプロピオン酸エチル、３－メトキシプロピオン酸プロピル、３－メトキシプロピオン酸
ブチル、３－エトキシプロピオン酸メチル、３－エトキシプロピオン酸エチル、３－エト
キシプロピオン酸プロピル、３－エトキシプロピオン酸ブチル、３－プロポキシプロピオ
ン酸メチル、３－プロポキシプロピオン酸エチル、３－プロポキシプロピオン酸プロピル
、３－プロポキシプロピオン酸ブチル、３－ブトキシプロピオン酸メチル、３－ブトキシ
プロピオン酸エチル、３－ブトキシプロピオン酸プロピル、３－ブトキシプロピオン酸ブ
チルなどのエステル類が挙げられる。これらの溶剤の使用量は、ラジカル重合性モノマー
１００重量部当たり、好ましくは２０～１０００重量部である。
【００６３】
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　アルカリ可溶性基を有するラジカル重合性モノマーを含む重合体の製造に用いられる重
合開始剤は、例えば２,２’－アゾビスイソブチロニトリル、２,２’－アゾビス－（２,
４ －ジメチルバレロニトリル）、２,２’－アゾビス－（４－メトキシ－２,４－ジメチ
ルバレロニトリル）のようなアゾ化合物；ベンゾイルペルオキシド、ラウロイルペルオキ
シド、ｔ－ブチルペルオキシピバレート、１,１’－ビス－（ｔ－ブチルペルオキシ）シ
クロヘキサンのような有機過酸化物；および過酸化水素が挙げられる。ラジカル重合開始
剤として過酸化物を用いる場合には、過酸化物を還元剤とともに用いてレドックス型開始
剤としてもよい。
【００６４】
　アルカリ可溶性基を有するラジカル重合性モノマーを含む重合体の好ましい重量平均分
子量は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィーを用いポリスチレン換算で、好ましく
は２０００～１０００００、より好ましくは３０００～５００００、特に好ましくは５０
００～３００００である。重量平均分子量が１０００００を超えると現像性、感度が悪化
する傾向があり、２０００未満ではパターン形状、解像度、現像性、耐熱性が劣化しやす
い。
【００６５】
　これらのアルカリ可溶性基を有するラジカル重合性モノマーを含む重合体は、単独でま
たは２種以上を混合して用いてもよい。また重合前にカルボキシル基やフェノール性水酸
基に保護基を導入しておき、重合後に脱保護することによってアルカリ可溶性を付与する
方法でアルカリ可溶性樹脂を合成してもよい。さらに水添処理等によって可視光における
透明性や軟化点を変化させてもよい。
【００６６】
　本発明の（Ａ）アルカリ可溶性樹脂として用いることができるカルド樹脂としては、カ
ルド構造、即ち、環状構造を構成している４級炭素原子に二つの環状構造が結合した骨格
構造、を有する樹脂が挙げられる。カルド構造の一般的なものはフルオレン環にベンゼン
環が結合したものである。
【００６７】
　環状構造を構成している４級炭素原子に二つの環状構造が結合した骨格構造の具体例と
しては、フルオレン骨格、ビスフェノールフルオレン骨格、ビスアミノフェニルフルオレ
ン骨格、エポキシ基を有するフルオレン骨格、アクリル基を有するフルオレン骨格等が挙
げられる。
【００６８】
　カルド樹脂は、このカルド構造を有する骨格がそれに結合している官能基間の反応等に
より重合して形成される。カルド樹脂は、主鎖と嵩高い側鎖が一つの元素で繋がれた構造
（カルド構造）をもち、主鎖に対してほぼ垂直方向に環状構造を有している。
【００６９】
　カルド構造を有する単量体の具体例としては、ビス（グリシジルオキシフェニル）フル
オレン型エポキシ樹脂、９，９－ビス（４－ヒドロキシフェニル）フルオレン、９，９－
ビス（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）フルオレン等のカルド構造含有ビスフェノ
－ル類や９，９－ビス（シアノメチル）フルオレン等の９，９－ビス（シアノアルキル）
フルオレン類、９，９－ビス（３－アミノプロピル）フルオレン等の９，９－ビス（アミ
ノアルキル）フルオレン類等が挙げられる。
【００７０】
　カルド樹脂は、カルド構造を有する単量体を重合して得られる重合体であるが、その他
の共重合可能な単量体との共重合体であってもよい。
【００７１】
　上記単量体の重合方法としては、一般的な方法を用いることができ、例えば、開環重合
法や付加重合法などが挙げられる。
【００７２】
　本発明の（Ａ）アルカリ可溶性樹脂として用いることができるフェノール樹脂としては
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、ノボラックフェノール樹脂やレゾールフェノール樹脂があり、種々のフェノール類の単
独あるいはそれらの複数種の混合物をホルマリンなどのアルデヒド類で重縮合することに
より得られる。
【００７３】
　ノボラックフェノール樹脂およびレゾールフェノール樹脂を構成するフェノール類とし
ては、例えばフェノール、ｐ－クレゾール、ｍ－クレゾール、ｏ－クレゾール、２，３－
ジメチルフェノール、２，４－ジメチルフェノール、２，５－ジメチルフェノール、２，
６－ジメチルフェノール、３，４ －ジメチルフェノール、３，５－ジメチルフェノール
、２，３，４－トリメチルフェノール、２，３，５－トリメチルフェノール、３，４，５
－トリメチルフェノール、２，４，５－トリメチルフェノール、メチレンビスフェノール
、メチレンビスｐ－クレゾール、レゾルシン、カテコール、２－メチルレゾルシン、４－
メチルレゾルシン、ｏ－クロロフェノール、ｍ－クロロフェノール、ｐ－クロロフェノー
ル、２，３－ジクロロフェノール、ｍ－メトキシフェノール、ｐ－メトキシフェノール、
ｐ－ブトキシフェノール、ｏ－エチルフェノール、ｍ－エチルフェノール、ｐ－エチルフ
ェノール、２，３－ジエチルフェノール、２，５－ジエチルフェノール、ｐ－イソプロピ
ルフェノール、α－ナフトール、β－ナフトールなどが挙げられ、これらは単独で、また
は複数の混合物として用いることができる。
【００７４】
　また、アルデヒド類としては、ホルマリンの他、パラホルムアルデヒド、アセトアルデ
ヒド、ベンズアルデヒド、ヒドロキシベンズアルデヒド、クロロアセトアルデヒドなどが
挙げられ、これらは単独でまたは複数の混合物として用いることができる。
【００７５】
　本発明で用いられるフェノール樹脂の好ましい重量平均分子量は、ゲルパーミエーショ
ンクロマトグラフィーを用い、ポリスチレン換算で２０００～ ５００００、好ましくは
３０００～３００００の範囲にあることが好ましい。重量平均分子量が５００００を超え
ると現像性、感度が悪化する傾向があり、２０００未満ではパターン形状、解像度、現像
性、耐熱性が劣化しやすい。
【００７６】
　本発明の（Ａ）アルカリ可溶性樹脂として用いることができる環状オレフィン重合体と
しては、環状構造（脂環又は芳香環）と炭素－炭素二重結合とを有する環状オレフィン単
量体の、単独重合体又は共重合体が挙げられる。環状オレフィン重合体は、環状オレフィ
ン単量体以外の単量体を有していてもよい。
【００７７】
　環状オレフィン重合体を構成するための単量体としては、プロトン性極性基を有する環
状オレフィン単量体、プロトン性以外の極性基を有する環状オレフィン単量体、極性基を
有さない環状オレフィン単量体、および環状オレフィン以外の単量体などが挙げられる。
なお、環状オレフィン以外の単量体はプロトン性極性基またはこれ以外の極性基を有して
もよく、極性基を有していなくてもよい。
【００７８】
　プロトン性極性基を有する環状オレフィン単量体の具体例としては、５－ヒドロキシカ
ルボニルビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－メチル－５－ヒドロキシカルボ
ニルビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－カルボキシメチル－５－ヒドロキシ
カルボニルビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－エキソ－６－エンド－ジヒド
ロキシカルボニルビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、８－ヒドロキシカルボニル
テトラシクロ［４．４．０．１2,5．１7,10］ドデカ－３－エン、８－メチル－８－ヒド
ロキシカルボニルテトラシクロ［４．４．０．１2,5．１7,10］ドデカ－３－エン、８－
エキソ－９－エンド－ジヒドロキシカルボニルテトラシクロ［４．４．０．１2,5．１7,1

0］ドデカ－３－エン等のカルボキシル基含有環状オレフィンや５－（４－ヒドロキシフ
ェニル）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－メチル－５－（４－ヒドロキシ
フェニル）ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、８－（４－ヒドロキシフェニル）
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テトラシクロ［４．４．０．１2,5．１7,10］ドデカ－３－エン、８－メチル－８－（４
－ヒドロキシフェニル）テトラシクロ［４．４．０．１2,5．１7,10］ドデカ－３－エン
等の水酸基含有環状オレフィン等が挙げられる。これらの単量体はそれぞれ単独で使用し
てもよく、２種以上を組み合わせて使用してもよい。
【００７９】
　プロトン性以外の極性基を有する環状オレフィン単量体の具体例としては、５－アセト
キシビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－メトキシカルボニルビシクロ［２．
２．１］ヘプト－２－エン、５－メチル－５－メトキシカルボニルビシクロ［２．２．１
］ヘプト－２－エン、８－アセトキシテトラシクロ［４．４．０．１2,5．１7,10］ドデ
カ－３－エン、８－メトキシカルボニルテトラシクロ［４．４．０．１2,5．１7,10］ド
デカ－３－エン、８－エトキシカルボニルテトラシクロ［４．４．０．１2,5．１7,10］
ドデカ－３－エン、８－ｎ－プロポキシカルボニルテトラシクロ［４．４．０．１１2,5

．１7,10］ドデカ－３－エン、８－イソプロポキシカルボニルテトラシクロ［４．４．０
．１2,5．１7,10］ドデカ－３－エン、８－ｎ－ブトキシカルボニルテトラシクロ［４．
４．０．１2,5．１7,10］ドデカ－３－エン、８－メチル－８－メトキシカルボニルテト
ラシクロ［４．４．０．１2,5．１7,10］ドデカ－３－エン、８－メチル－８－エトキシ
カルボニルテトラシクロ［４．４．０．１2,5．１7,10］ドデカ－３－エン、８－メチル
－８－ｎ－プロポキシカルボニルテトラシクロ［４．４．０．１2,5．１7,10］ドデカ－
３－エン、８－メチル－８－イソプロポキシカルボニルテトラシクロ［４．４．０．１2,

5．１7,10］ドデカ－３－エン、８－メチル－８－ｎ－ブトキシカルボニルテトラシクロ
［４．４．０．１2,5．１7,10］ドデカ－３－エン、８－（２，２，２－トリフルオロエ
トキシカルボニル）テトラシクロ［４．４．０．１2,5．１7,10］ドデカ－３－エン、８
－メチル－８－（２，２，２－トリフルオロエトキシカルボニル）テトラシクロ［４．４
．０．１2,5．１7,10］ドデカ－３－エン等エステル基を有する環状オレフィンやＮ－フ
ェニル－（５－ノルボルネン－２，３－ジカルボキシイミド）等のＮ－置換イミド基を有
する環状オレフィン、８－シアノテトラシクロ［４．４．０．１2,5．１7,10］ドデカ－
３－エン、８－メチル－８－シアノテトラシクロ［４．４．０．１2,5．１7,10］ドデカ
－３－エン、５－シアノビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン等のシアノ基を有する
環状オレフィン、８－クロロテトラシクロ［４．４．０．１2,5．１7,10］ドデカ－３－
エン、８－メチル－８－クロロテトラシクロ［４．４．０．１2,5．１7,10］ドデカ－３
－エン等のハロゲン原子を有する環状オレフィンが挙げられる。これらの単量体はそれぞ
れ単独で使用してもよく、２種以上を組み合わせて使用してもよい。
【００８０】
　極性基を有さない環状オレフィン単量体の具体例としては、ビシクロ［２．２．１］ヘ
プト－２－エン、５－エチル－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－ブチル－
ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－エチリデン－ビシクロ［２．２．１］ヘ
プト－２－エン、５－メチリデン－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、５－ビニ
ル－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン、トリシクロ［４．３．０．１2,5］デカ
－３，７－ジエン、テトラシクロ［８．４．０．１11,14．０3,7］ペンタデカ－３，５，
７，１２，１１－ペンタエン、テトラシクロ［４．４．０．１2,5．１7,10］デカ－３－
エン、８－メチル－テトラシクロ［４．４．０．１2,5．１7,10］ドデカ－３－エン、８
－エチル－テトラシクロ［４．４．０．１2,5．１7,10］ドデカ－３－エン、８－メチリ
デン－テトラシクロ［４．４．０．１2,5．１7,10］ドデカ－３－エン、８－エチリデン
－テトラシクロ［４．４．０．１2,5．１7,10］ドデカ－３－エン、８－ビニル－テトラ
シクロ［４．４．０．１2,5．１7,10］ドデカ－３－エン、８－プロペニル－テトラシク
ロ［４．４．０．１2,5．１7,10］ドデカ－３－エン、ペンタシクロ［６．５．１．１3,6

．０2,7．０9,13］ペンタデカ－３，１０－ジエン、シクロペンテン、シクロペンタジエ
ン、１，４－メタノ－１，４，４ａ，５，１０，１０ａ－ヘキサヒドロアントラセン、８
－フェニル－テトラシクロ［４．４．０．１2,5．１7,10］ドデカ－３－エン、テトラシ
クロ［９．２．１．０2,10．０3,8］テトラデカ－３，５，７，１２－テトラエン、ペン
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タシクロ［７．４．０．１3,6．１10,13．０2,7］ペンタデカ－４，１１－ジエン、ペン
タシクロ［９．２．１．１４，７．０2,10．０3,8］ペンタデカ－５，１２－ジエン等が
挙げられる。これらの単量体はそれぞれ単独で使用してもよく、２種以上を組み合わせて
使用してもよい。
【００８１】
　環状オレフィン以外の単量体の具体例としては、エチレン；プロピレン、１－ブテン、
１－ペンテン、１－ヘキセン、３－メチル－１－ブテン、３－メチル－１－ペンテン、３
－エチル－１－ペンテン、４－メチル－１－ペンテン、４－メチル－１－ヘキセン、４，
４－ジメチル－１－ヘキセン、４，４－ジメチル－１－ペンテン、４－エチル－１－ヘキ
セン、３－エチル－１－ヘキセン、１－オクテン、１－デセン、１－ドデセン、１－テト
ラデセン、１－ヘキサデセン、１－オクタデセン、１－エイコセン等の炭素数２～２０の
α－オレフィン；１，４－ヘキサジエン、４－メチル－１，４－ヘキサジエン、５－メチ
ル－１，４－ヘキサジエン、１，７－オクタジエン等の非共役ジエン等の鎖状オレフィン
が挙げられる。これらの単量体はそれぞれ単独で使用してもよく、２種以上を組み合わせ
て使用してもよい。
【００８２】
　前記単量体を用いて環状オレフィン重合体を重合するための方法としては、一般的な方
法を用いることができる。例えば、開環重合法や付加重合法などが挙げられる。
【００８３】
　その際用いる重合触媒としては、例えば、モリブデン、ルテニウム、オスミウム等の金
属錯体が好適に用いられる。これらの重合触媒は、それぞれ単独で又は２種以上を組み合
わせて用いることができる。
【００８４】
　各単量体を重合して得られた環状オレフィン重合体の水素添加は、通常、水素添加触媒
を用いて行われる。水素添加触媒としては、例えば、オレフィン化合物の水素添加に際し
て一般的に使用されているものを用いることができる。具体的には、チーグラータイプの
均一系触媒、貴金属錯体触媒、及び担持型貴金属系触媒等が利用できる。
【００８５】
　これらの水素添加触媒のうち、官能基が変性する等の副反応が起きず、重合体中の炭素
－炭素不飽和結合を選択的に水素添加できる点から、ロジウム、ルテニウム等の貴金属錯
体触媒が好ましく、電子供与性の高い含窒素複素環式カルベン化合物又はホスフィン類が
配位したルテニウム触媒が特に好ましい。
【００８６】
　本発明の（Ａ）アルカリ可溶性樹脂として用いることができるシロキサン樹脂としては
、一般式（３）で表されるオルガノシランおよび一般式（４）で表されるオルガノシラン
から選ばれた少なくとも１種の化合物を加水分解縮合されることによって得られるポリシ
ロキサンが挙げられる。一般式（３）および（４）に示すオルガノシランを用いることに
より、感度と解像度に優れた感光性着色樹脂組成物が得られる。
【００８７】
　本発明で用いる一般式（３）で表されるオルガノシランは以下の通りである。
【００８８】
【化６】

【００８９】
（上記一般式（３）中、Ｒ15は水素、炭素数１～１０のアルキル基、炭素数２～１０のア
ルケニル基または炭素数６～１６のアリール基を表す。Ｒ16は水素、炭素数１～６のアル
キル基、炭素数２～６のアシル基または炭素数６～１６のアリール基を表す。ｍは０～３
の整数を表す。ｍが２以上の場合、複数のＲ15はそれぞれ同じでも異なってもよい。また
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、ｍが２以下の場合、複数のＲ16はそれぞれ同じでも異なってもよい。）
　前記一般式（３）で表されるオルガノシランの具体例としては、テトラメトキシシラン
、テトラエトキシシラン、テトラアセトキシシラン、テトラフェノキシシラン等の４官能
性シラン、メチルトリメトキシシラン、メチルトリエトキシシラン、メチルトリイソプロ
ポキシシラン、メチルトリｎ－ブトキシシラン、エチルトリメトキシシラン、エチルトリ
エトキシシラン、エチルトリイソプロポキシシラン、エチルトリｎ－ブトキシシラン、ｎ
－プロピルトリメトキシシラン、ｎ－プロピルトリエトキシシラン、ｎ－ブチルトリメト
キシシラン、ｎ－ブチルトリエトキシシラン、ｎ－ヘキシルトリメトキシシラン、ｎ－ヘ
キシルトリエトキシシラン、デシルトリメトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、ビ
ニルトリエトキシシラン、３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、３－メタク
リロキシプロピルトリエトキシシラン、３－アクリロキシプロピルトリメトキシシラン、
フェニルトリメトキシシラン、フェニルトリエトキシシラン、ｐ－ヒドロキシフェニルト
リメトキシシラン、１－（ｐ－ヒドロキシフェニル）エチルトリメトキシシラン、２－（
ｐ－ヒドロキシフェニル）エチルトリメトキシシラン、４－ヒドロキシ－５－（ｐ－ヒド
ロキシフェニルカルボニルオキシ）ペンチルトリメトキシシラン、トリフルオロメチルト
リメトキシシラン、トリフルオロメチルトリエトキシシラン、３，３，３－トリフルオロ
プロピルトリメトキシシラン、３－アミノプロピルトリメトキシシラン、３－アミノプロ
ピルトリエトキシシラン、３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、３－グリシド
キシプロピルトリエトキシシラン、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリ
メトキシシラン、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリエトキシシラン、
〔（３－エチル－３－オキセタニル）メトキシ〕プロピルトリメトキシシラン、〔（３－
エチル－３－オキセタニル）メトキシ〕プロピルトリエトキシシラン、３－メルカプトプ
ロピルトリメトキシシラン、３－トリメトキシシリルプロピルコハク酸、１－ナフチルト
リメトキシシラン、１－ナフチルトリエトキシシラン、１－ナフチルトリ－ｎ－プロポキ
シシラン、２－ナフチルトリメトキシシラン、１－アントラセニルトリメトキシシラン、
９－アントラセニルトリメトキシシラン、９－フェナントレニルトリメトキシシラン、９
－フルオレニルトリメトキシシラン、２－フルオレニルトリメトキシシラン、１－ピレニ
ルトリメトキシシラン、２－インデニルトリメトキシシラン、５－アセナフテニルトリメ
トキシシラン等の３官能性シラン、ジメチルジメトキシシラン、ジメチルジエトキシシラ
ン、ジメチルジアセトキシシラン、ジｎ－ブチルジメトキシシラン、ジフェニルジメトキ
シシラン、（３－グリシドキシプロピル）メチルジメトキシシラン、（３－グリシドキシ
プロピル）メチルジエトキシシラン、ジ（１－ナフチル）ジメトキシシラン、ジ（１－ナ
フチル）ジエトキシシラン等の２官能性シラン、トリメチルメトキシシラン、トリｎ－ブ
チルエトキシシラン、（３－グリシドキシプロピル）ジメチルメトキシシラン、（３－グ
リシドキシプロピル）ジメチルエトキシシラン等の１官能性シランが挙げられる。これら
のオルガノシランを２種以上用いてもよい。　本発明で用いる一般式（４）で表されるオ
ルガノシランは以下の通りである。
【００９０】
【化７】

【００９１】
（上記一般式（４）中、Ｒ17～Ｒ20はそれぞれ独立に水素、炭素数１～６のアルキル基、
炭素数２～６のアシル基または炭素数６～１６のアリール基を表す。ｎは２～８の範囲を
表す。ｎが２以上の場合、複数のＲ18およびＲ19はそれぞれ同じでも異なってもよい。）
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　前記一般式（４）で表されるオルガノシランの具体例としては、扶桑化学工業株式会社
製メチルシリケート５１（Ｒ17～Ｒ20：メチル基、ｎ：平均４）、多摩化学工業株式会社
製Ｍシリケート５１（Ｒ17～Ｒ20：メチル基、ｎ：平均３～５）、シリケート４０（Ｒ17

～Ｒ20：エチル基、ｎ：平均４～６）、シリケート４５（Ｒ17～Ｒ20：エチル基、ｎ：平
均６～８）、コルコート株式会社製メチルシリケート５１（Ｒ17～Ｒ20：メチル基、ｎ：
平均４）、メチルシリケート５３Ａ（Ｒ17～Ｒ20：メチル基、ｎ：平均７）、エチルシリ
ケート４０（Ｒ17～Ｒ20：エチル基、ｎ：平均５）等が挙げられ、各社から入手できる。
これらを２種以上用いてもよい。
【００９２】
　ポリシロキサンにおける一般式（３）および一般式（４）で表されるオルガノシランに
由来するＳｉ原子の含有量は、1Ｈ－ＮＭＲ、13Ｃ－ＮＭＲ、29Ｓｉ－ＮＭＲ、ＩＲ、Ｔ
ＯＦ－ＭＳ等により原料となるオルガノシランの構造を決定し、ＩＲスペクトルのＳｉ－
Ｃ結合由来のピークとＳｉ－Ｏ結合由来のピークの積分比から求めることができる。
【００９３】
　ポリシロキサンの重量平均分子量（Ｍｗ）は特に制限されないが、ＧＰＣ（ゲルパーミ
ネーションクロマトグラフィ）で測定されるポリスチレン換算で１，０００以上であれば
、塗膜性が向上するため好ましい。一方、現像液に対する溶解性の観点からは１００，０
００以下が好ましく、５０，０００以下がより好ましい。
【００９４】
　本発明におけるポリシロキサンは、前記一般式（３）および（４）で表されるオルガノ
シランなどのモノマーを加水分解および部分縮合させることにより合成される。ここで、
部分縮合とは、加水分解物のＳｉ－ＯＨを全て縮合させるのではなく、得られるポリシロ
キサンに一部Ｓｉ－ＯＨを残存させることを指す。加水分解および部分縮合には一般的な
方法を用いることができる。例えば、オルガノシラン混合物に溶剤、水、必要に応じて触
媒を添加し、５０～１５０℃で０．５～１００時間程度加熱撹拌する方法等が挙げられる
。撹拌中、必要に応じて、加水分解副生物（メタノール等のアルコール）や縮合副生物（
水）を蒸留により留去してもよい。
【００９５】
　触媒に特に制限はないが、酸触媒、塩基触媒が好ましく用いられる。酸触媒の具体例と
しては、塩酸、硝酸、硫酸、フッ酸、リン酸、酢酸、トリフルオロ酢酸、ギ酸、多価カル
ボン酸あるいはその無水物、イオン交換樹脂等が挙げられる。塩基触媒の具体例としては
、トリエチルアミン、トリプロピルアミン、トリブチルアミン、トリペンチルアミン、ト
リヘキシルアミン、トリヘプチルアミン、トリオクチルアミン、ジエチルアミン、トリエ
タノールアミン、ジエタノールアミン、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、アミノ基を
有するアルコキシシラン、イオン交換樹脂等が挙げられる。
【００９６】
　また、ポジ型感光性樹脂組成物の貯蔵安定性の観点から、加水分解、部分縮合後のポリ
シロキサン溶液には上記触媒が含まれないことが好ましく、必要に応じて触媒の除去を行
うことができる。除去方法に特に制限はないが、操作の簡便さと除去性の点で、水洗浄お
よび／またはイオン交換樹脂による処理が好ましい。水洗浄とは、ポリシロキサン溶液を
適当な疎水性溶剤で希釈した後、水で数回洗浄して得られた有機層をエバポレーター等で
濃縮する方法である。イオン交換樹脂による処理とは、ポリシロキサン溶液を適当なイオ
ン交換樹脂に接触させる方法である。
【００９７】
　本発明で用いられるポジ型感光性樹脂組成物は、（Ｂ）ｏ－キノンジアジド化合物を含
有する。ｏ－キノンジアジド化合物は、フェノール性水酸基を有した化合物にナフトキノ
ンジアジドのスルホン酸がエステルで結合した化合物が好ましい。ここで用いられるフェ
ノール性水酸基を有する化合物としては、Ｂｉｓ－Ｚ、ＢｉｓＰ－ＥＺ、ＴｅｋＰ－４Ｈ
ＢＰＡ、ＴｒｉｓＰ－ＨＡＰ、ＴｒｉｓＰ－ＰＡ、ＴｒｉｓＰ－ＳＡ、ＴｒｉｓＯＣＲ－
ＰＡ、ＢｉｓＯＣＨＰ－Ｚ、ＢｉｓＰ－ＭＺ、ＢｉｓＰ－ＰＺ、ＢｉｓＰ－ＩＰＺ、Ｂｉ
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ｓＯＣＰ－ＩＰＺ、ＢｉｓＰ－ＣＰ、ＢｉｓＲＳ－２Ｐ、ＢｉｓＲＳ－３Ｐ、ＢｉｓＰ－
ＯＣＨＰ、メチレントリス－ＦＲ－ＣＲ、ＢｉｓＲＳ－２６Ｘ、ＤＭＬ－ＭＢＰＣ、ＤＭ
Ｌ－ＭＢＯＣ、ＤＭＬ－ＯＣＨＰ、ＤＭＬ－ＰＣＨＰ、ＤＭＬ－ＰＣ、ＤＭＬ－ＰＴＢＰ
、ＤＭＬ－３４Ｘ、ＤＭＬ－ＥＰ，ＤＭＬ－ＰＯＰ、ジメチロール－ＢｉｓＯＣ－Ｐ、Ｄ
ＭＬ－ＰＦＰ、ＤＭＬ－ＰＳＢＰ、ＤＭＬ－ＭＴｒｉｓＰＣ、ＴｒｉＭＬ－Ｐ、ＴｒｉＭ
Ｌ－３５ＸＬ、ＴＭＬ－ＢＰ、ＴＭＬ－ＨＱ、ＴＭＬ－ｐｐ－ＢＰＦ、ＴＭＬ－ＢＰＡ、
ＴＭＯＭ－ＢＰ、ＨＭＬ－ＴＰＰＨＢＡ、ＨＭＬ－ＴＰＨＡＰ（商品名、本州化学工業（
株）製）、ＢＩＲ－ＯＣ、ＢＩＰ－ＰＣ、ＢＩＲ－ＰＣ、ＢＩＲ－ＰＴＢＰ、ＢＩＲ－Ｐ
ＣＨＰ、ＢＩＰ－ＢＩＯＣ－Ｆ、４ＰＣ、ＢＩＲ－ＢＩＰＣ－Ｆ、ＴＥＰ－ＢＩＰ－Ａ、
４６ＤＭＯＣ、４６ＤＭＯＥＰ、ＴＭ－ＢＩＰ－Ａ（商品名、旭有機材工業（株）製）、
２，６－ジメトキシメチル－４－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール、２，６－ジメトキシメチ
ル－ｐ－クレゾール、２，６－ジアセトキシメチル－ｐ－クレゾール、ナフトール、テト
ラヒドロキシベンゾフェノン、没食子酸メチルエステル、ビスフェノールＡ、ビスフェノ
ールＥ、メチレンビスフェノール、ＢｉｓＰ－ＡＰ（商品名、本州化学工業（株）製）な
どの化合物に４－ナフトキノンジアジドスルホン酸あるいは５－ナフトキノンジアジドス
ルホン酸をエステル結合で導入したものが好ましいものとして例示することが出来るが、
これ以外の化合物を使用することもできる。
【００９８】
　４－ナフトキノンジアジドスルホニルエステル化合物は水銀灯のｉ線領域に吸収を持っ
ており、ｉ線露光に適しており、５－ナフトキノンジアジドスルホニルエステル化合物は
水銀灯のｇ線領域まで吸収が伸びており、ｇ線露光に適している。本発明は、４－ナフト
キノンジアジドスルホニルエステル化合物、５－ナフトキノンジアジドスルホニルエステ
ル化合物のどちらも好ましく使用することが出来るが、露光する波長によって４－ナフト
キノンジアジドスルホニルエステル化合物、または５－ナフトキノンジアジドスルホニル
エステル化合物を選択することが好ましい。また、同一分子中に４－ナフトキノンジアジ
ドスルホニル基、５－ナフトキノンジアジドスルホニル基を併用した、ナフトキノンジア
ジドスルホニルエステル化合物を得ることもできるし、４－ナフトキノンジアジドスルホ
ニルエステル化合物と５－ナフトキノンジアジドスルホニルエステル化合物を混合して使
用することもできる。
【００９９】
　これらのうち、４－ナフトキノンジアジドスルホニルエステル化合物は、加熱処理工程
において、ｏ－キノンジアジド化合物が分解し、一部が二酸化硫黄となり膜外に除去され
るため、硬化膜に含まれる硫黄原子量を低減できる。結果、硫黄原子に由来する画素シュ
リンクをさらに抑制できることから、特に好ましく用いられる。
【０１００】
　上記ナフトキノンジアジド化合物は、フェノール性水酸基を有する化合物と、キノンジ
アジドスルホン酸化合物とのエステル化反応によって、合成することが可能であって、公
知の方法により合成することができる。これらのナフトキノンジアジド化合物を使用する
ことで解像度、感度、残膜率がより向上する。
【０１０１】
　（Ｂ）成分の添加量は、溶剤を除く樹脂組成物全量に対して好ましくは４重量％以上、
より好ましくは５重量％以上、さらに好ましくは６重量％以上で、好ましくは１２重量％
以下、より好ましくは１０重量％以下、さらに好ましくは９重量％以下である。４重量％
以上とすることで優れた感度でパターン形成することができ、１２重量％以下とすること
で、ｏ－キノンジアジド化合物の硫黄原子に由来する画素シュリンクを抑制でき、有機Ｅ
Ｌ装置の長期信頼性を高めることができる。
【０１０２】
　本発明で用いられるポジ型感光性樹脂組成物は、（Ｃ）有機溶剤を含有する。これによ
りワニスの状態にすることができ、塗布性を向上させることができる。
【０１０３】
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　前記有機溶剤は、γ－ブチロラクトンなどの極性の非プロトン性溶剤、エチレングリコ
ールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコール
モノ－ｎ－プロピルエーテル、エチレングリコールモノ－ｎ－ブチルエーテル、ジエチレ
ングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレ
ングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテル、ジエチレングリコールモノ－ｎ－ブチルエー
テル、トリエチレングリコールモノメチルエーテル、トリエチレングリコールモノエチル
エーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノエチル
エーテル、プロピレングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテル、プロピレングリコールモ
ノ－ｎ－ブチルエーテル、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル、ジプロピレング
リコールモノエチルエーテル、ジプロピレングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテル、ジ
プロピレングリコールモノ－ｎ－ブチルエーテル、トリプロピレングリコールモノメチル
エーテル、トリプロピレングリコールモノエチルエーテル、テトラヒドロフラン、ジオキ
サンなどのエーテル類、アセトン、メチルエチルケトン、ジイソブチルケトン、シクロヘ
キサノン、２－ヘプタノン、３－ヘプタノン、ジアセトンアルコールなどのケトン類、エ
チレングリコールモノメチルエーテルアセテート、エチレングリコールモノエチルエーテ
ルアセテート、ジエチレングリコールモノメチルエーテルアセテート、ジエチレングリコ
ールモノエチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテー
ト、プロピレングリコールモノエチルエーテルアセテート、乳酸エチルなどのエステル類
、２－ヒドロキシ－２－メチルプロピオン酸エチル、３－メトキシプロピオン酸メチル、
３－メトキシプロピオン酸エチル、３－エトキシプロピオン酸メチル、３－エトキシプロ
ピオン酸エチル、エトキシ酢酸エチル、ヒドロキシ酢酸エチル、２－ヒドロキシ－３－メ
チルブタン酸メチル、３－メトキシブチルアセテート、３－メチル－３－メトキシブチル
アセテート、３－メチル－３－メトキシブチルプロピオネート、酢酸エチル、酢酸ｎ－プ
ロピル、酢酸ｉ－プロピル、酢酸ｎ－ブチル、酢酸ｉ－ブチル、ぎ酸ｎ－ペンチル、酢酸
ｉ－ペンチル、プロピオン酸ｎ－ブチル、酪酸エチル、酪酸ｎ－プロピル、酪酸ｉ－プロ
ピル、酪酸ｎ－ブチル、ピルビン酸メチル、ピルビン酸エチル、ピルビン酸ｎ－プロピル
、アセト酢酸メチル、アセト酢酸エチル、２－オキソブタン酸エチル等の他のエステル類
、トルエン、キシレンなどの芳香族炭化水素類、Ｎ－メチルピロリドン、Ｎ，Ｎ－ジメチ
ルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド等のアミド類、などの溶剤を単独、また
は混合して使用することができる。
【０１０４】
　前記有機溶剤の使用量は、特に限定されないが、溶剤を除く樹脂組成物全量に対して、
１００～３０００重量％が好ましく、１５０～２０００重量部がさらに好ましい。また有
機溶剤全量に対する沸点１８０℃以上の溶剤が占める割合は、２０重量％以下が好ましく
、１０重量％以下がさらに好ましい。沸点１８０℃以上の溶剤の割合を３０重量％以下に
することで、熱硬化後の平坦化層または絶縁層からのアウトガス量を低く抑えることがで
き、結果として有機ＥＬ装置の長期信頼性を高めることができる。
【０１０５】
　本発明で用いられるポジ型感光性樹脂組成物は、（Ｄ）熱架橋剤を含有することができ
る。熱架橋剤とは、アルコキシメチル基、メチロール基、エポキシ基、オキセタニル基を
はじめとする熱反応性の官能基を分子内に少なくとも２つ有する化合物を指す。熱架橋剤
は（Ａ）成分の樹脂またはその他添加成分を架橋し、熱硬化後の膜の耐熱性、耐薬品性お
よび硬度を高めることができ、さらには硬化膜からのアウトガス量を低減し、有機ＥＬ表
示装置の長期信頼性を高めることができることから、含有することが好ましい。
【０１０６】
　アルコキシメチル基またはメチロール基を少なくとも２つ有する化合物の好ましい例と
しては、例えば、ＤＭＬ－ＰＣ、ＤＭＬ－ＰＥＰ、ＤＭＬ－ＯＣ、ＤＭＬ－ＯＥＰ、ＤＭ
Ｌ－３４Ｘ、ＤＭＬ－ＰＴＢＰ、ＤＭＬ－ＰＣＨＰ、ＤＭＬ－ＯＣＨＰ、ＤＭＬ－ＰＦＰ
、ＤＭＬ－ＰＳＢＰ、ＤＭＬ－ＰＯＰ、ＤＭＬ－ＭＢＯＣ、ＤＭＬ－ＭＢＰＣ、ＤＭＬ－
ＭＴｒｉｓＰＣ、ＤＭＬ－ＢｉｓＯＣ－Ｚ、ＤＭＬ－ＢｉｓＯＣＨＰ－Ｚ、ＤＭＬ－ＢＰ
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Ｃ、ＤＭＬ－ＢｉｓＯＣ－Ｐ、ＤＭＯＭ－ＰＣ、ＤＭＯＭ－ＰＴＢＰ、ＤＭＯＭ－ＭＢＰ
Ｃ、ＴｒｉＭＬ－Ｐ、ＴｒｉＭＬ－３５ＸＬ、ＴＭＬ－ＨＱ、ＴＭＬ－ＢＰ、ＴＭＬ－ｐ
ｐ－ＢＰＦ、ＴＭＬ－ＢＰＥ、ＴＭＬ－ＢＰＡ、ＴＭＬ－ＢＰＡＦ、ＴＭＬ－ＢＰＡＰ、
ＴＭＯＭ－ＢＰ、ＴＭＯＭ－ＢＰＥ、ＴＭＯＭ－ＢＰＡ、ＴＭＯＭ－ＢＰＡＦ、ＴＭＯＭ
－ＢＰＡＰ、ＨＭＬ－ＴＰＰＨＢＡ、ＨＭＬ－ＴＰＨＡＰ、ＨＭＯＭ－ＴＰＰＨＢＡ、Ｈ
ＭＯＭ－ＴＰＨＡＰ（以上、商品名、本州化学工業（株）製）、ＮＩＫＡＬＡＣ（登録商
標）　ＭＸ－２９０、ＮＩＫＡＬＡＣ　ＭＸ－２８０、ＮＩＫＡＬＡＣ　ＭＸ－２７０、
ＮＩＫＡＬＡＣ　ＭＸ－２７９、ＮＩＫＡＬＡＣ　ＭＷ－１００ＬＭ、ＮＩＫＡＬＡＣ　
ＭＸ－７５０ＬＭ（以上、商品名、（株）三和ケミカル製）が挙げられる。
【０１０７】
　エポキシ基を少なくとも２つ有する化合物の好ましい例としては、例えば、エポライト
４０Ｅ、エポライト１００Ｅ、エポライト２００Ｅ、エポライト４００Ｅ、エポライト７
０Ｐ、エポライト２００Ｐ、エポライト４００Ｐ、エポライト１５００ＮＰ、エポライト
８０ＭＦ 、エポライト４０００、エポライト３００２（以上、共栄社化学（株）製）、
デナコールＥＸ－２１２Ｌ、デナコールＥＸ－２１４Ｌ、デナコールＥＸ－２１６Ｌ、デ
ナコールＥＸ－８５０Ｌ（以上、ナガセケムテックス（株）製）、ＧＡＮ、ＧＯＴ（以上
、日本化薬（株）製）、エピコート８２８、エピコート１００２ 、エピコート１７５０
、エピコート１００７、ＹＸ８１００－ＢＨ３０、Ｅ１２５６、Ｅ４２５０、Ｅ４２７５
（以上、ジャパンエポキシレジン（株）製）、エピクロンＥＸＡ－９５８３、ＨＰ４０３
２（以上、大日本インキ化学工業（株）製）、ＶＧ３１０１（三井化学（株）製）、テピ
ックＳ、テピックＧ、テピックＰ（以上、日産化学工業（株）製）、デナコールＥＸ－３
２１Ｌ（ナガセケムテックス（株）製）、ＮＣ６０００（日本化薬（株）製）、エポトー
トＹＨ－４３４Ｌ（東都化成（株）製）、ＥＰＰＮ５０２Ｈ、ＮＣ３０００（日本化薬（
株）製）、エピクロンＮ６９５、ＨＰ７２００（以上、大日本インキ化学工業（株）製）
などが挙げられる。
【０１０８】
　オキセタニル基を少なくとも２つ有する化合物の好ましい例としては、例えば、エタナ
コールＥＨＯ、エタナコールＯＸＢＰ、エタナコールＯＸＴＰ、エタナコールＯＸＭＡ（
以上、宇部興産（株）製）、オキセタン化フェノールノボラックなどが挙げられる。
【０１０９】
　熱架橋剤は２種類以上を組み合わせて用いてもよい。
【０１１０】
　熱架橋剤の含有量は、溶剤を除く樹脂組成物全量に対して１重量％以上３０重量％以下
が好ましい。熱架橋剤の含有量が１重量％以上３０重量％以下であれば、焼成後または硬
化後の膜の耐薬品性および硬度を高めることができ、さらには硬化膜からのアウトガス量
を低減し、有機ＥＬ表示装置の長期信頼性を高めることができ、感光性樹脂組成物の保存
安定性にも優れる。
【０１１１】
　本発明で用いられるポジ型感光性樹脂組成物は、密着改良剤を含有してもよい。密着改
良剤としては、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、エポキシシクロ
ヘキシルエチルトリメトキシシラン、３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、３
－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン、ｐ－スチリルトリメトキシシラン、３－ア
ミノプロピルトリメトキシシラン、３－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－フェニ
ル－３－アミノプロピルトリメトキシシランなどのシランカップリング剤、チタンキレー
ト剤、アルミキレート剤、芳香族アミン化合物とアルコキシ基含有ケイ素化合物を反応さ
せて得られる化合物などが挙げられる。これらを２種以上含有してもよい。これらの密着
改良剤を含有することにより、感光性樹脂膜を現像する場合などに、シリコンウェハー、
ＩＴＯ、ＳｉＯ２、窒化ケイ素などの下地基材との密着性を高めることができる。また、
洗浄などに用いられる酸素プラズマ、ＵＶオゾン処理に対する耐性を高めることができる
。密着改良剤の含有量は、溶剤を除く樹脂組成物全量に対して、０．１～１０重量％が好
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ましい。
【０１１２】
　本発明で用いられるポジ型感光性樹脂組成物は、必要に応じて基板との濡れ性を向上さ
せる目的で界面活性剤を含有してもよい。界面活性剤は市販の化合物を用いることができ
、具体的にはシリコーン系界面活性剤としては、東レダウコーニングシリコーン社のＳＨ
シリーズ、ＳＤシリーズ、ＳＴシリーズ、ビックケミー・ジャパン社のＢＹＫシリーズ、
信越シリコーン社のＫＰシリーズ、日本油脂社のディスフォームシリーズ、東芝シリコー
ン社のＴＳＦシリーズなどが挙げられ、フッ素系界面活性剤としては、大日本インキ工業
社の“メガファック（登録商標）”シリーズ、住友スリーエム社のフロラードシリーズ、
旭硝子社の“サーフロン（登録商標）”シリーズ、“アサヒガード（登録商標）”シリー
ズ、新秋田化成社のＥＦシリーズ、オムノヴァ・ソルーション社のポリフォックスシリー
ズなどが挙げられ、アクリル系および／またはメタクリル系の重合物からなる界面活性剤
としては、共栄社化学社のポリフローシリーズ、楠本化成社の“ディスパロン（登録商標
）”シリーズなどが挙げられるが、これらに限定されない。
【０１１３】
　界面活性剤の含有量は溶剤を除く樹脂組成物全量に対して好ましくは０．００１～１重
量％である。
【０１１４】
　本発明で用いられるポジ型感光性樹脂組成物は、必要に応じて感光性樹脂組成物のアル
カリ現像性を補う目的で、フェノール性水酸基を有する化合物を含有してもよい。フェノ
ール性水酸基を有する化合物としては、例えば、Ｂｉｓ－Ｚ、ＢｉｓＯＣ－Ｚ、ＢｉｓＯ
ＰＰ－Ｚ、ＢｉｓＰ－ＣＰ、Ｂｉｓ２６Ｘ－Ｚ、ＢｉｓＯＴＢＰ－Ｚ、ＢｉｓＯＣＨＰ－
Ｚ、ＢｉｓＯＣＲ－ＣＰ、ＢｉｓＰ－ＭＺ、ＢｉｓＰ－ＥＺ、Ｂｉｓ２６Ｘ－ＣＰ、Ｂｉ
ｓＰ－ＰＺ、ＢｉｓＰ－ＩＰＺ、ＢｉｓＣＲＩＰＺ、ＢｉｓＯＣＰ－ＩＰＺ、ＢｉｓＯＩ
ＰＰ－ＣＰ、Ｂｉｓ２６Ｘ－ＩＰＺ、ＢｉｓＯＴＢＰ－ＣＰ、ＴｅｋＰ－４ＨＢＰＡ（テ
トラキスＰ－ＤＯ－ＢＰＡ）、ＴｒｉｓＰＨＡＰ、ＴｒｉｓＰ－ＰＡ、ＴｒｉｓＰ－ＰＨ
ＢＡ、ＴｒｉｓＰ－ＳＡ、ＴｒｉｓＯＣＲ－ＰＡ、ＢｉｓＯＦＰ－Ｚ、ＢｉｓＲＳ－２Ｐ
、ＢｉｓＰＧ－２６Ｘ、ＢｉｓＲＳ－３Ｐ、ＢｉｓＯＣ－ＯＣＨＰ、ＢｉｓＰＣ－ＯＣＨ
Ｐ、Ｂｉｓ２５Ｘ－ＯＣＨＰ、Ｂｉｓ２６Ｘ－ＯＣＨＰ、ＢｉｓＯＣＨＰ－ＯＣ、Ｂｉｓ
２３６Ｔ－ＯＣＨＰ、メチレントリス－ＦＲ－ＣＲ、ＢｉｓＲＳ－２６Ｘ、ＢｉｓＲＳ－
ＯＣＨＰ、（商品名、本州化学工業（株）製）、ＢＩＲ－ＯＣ、ＢＩＰ－ＰＣ、ＢＩＲ－
ＰＣ、ＢＩＲ－ＰＴＢＰ、ＢＩＲ－ＰＣＨＰ、ＢＩＰ－ＢＩＯＣ－Ｆ、４ＰＣ、ＢＩＲ－
ＢＩＰＣ－Ｆ、ＴＥＰ－ＢＩＰ－Ａ（商品名、旭有機材工業（株）製）、１，４－ジヒド
ロキシナフタレン、１，５－ジヒドロキシナフタレン、１，６－ジヒドロキシナフタレン
、１，７－ジヒドロキシナフタレン、２，３－ジヒドロキシナフタレン、２，６－ジヒド
ロキシナフタレン、２，７－ジヒドロキシナフタレン、２，４－ジヒドロキシキノリン、
２，６－ジヒドロキシキノリン、２，３－ジヒドロキシキノキサリン、アントラセン－１
，２，１０－トリオール、アントラセン－１，８，９－トリオール、８－キノリノールな
どが挙げられる。これらのフェノール性水酸基を有する化合物を含有することで、得られ
るポジ型感光性樹脂組成物は、露光前はアルカリ現像液にほとんど溶解せず、露光すると
容易にアルカリ現像液に溶解するために、現像による膜減りが少なく、かつ短時間で現像
が容易になる。そのため、感度が向上しやすくなる。
【０１１５】
　このようなフェノール性水酸基を有する化合物の含有量は、溶剤を除く樹脂組成物全量
に対して、好ましくは１重量％以上２０重量％以下である。
【０１１６】
　また、本発明で用いられるポジ型感光性樹脂組成物は、無機粒子を含んでもよい。好ま
しい具体例としては酸化珪素、酸化チタン、チタン酸バリウム、アルミナ、タルクなどが
挙げられるがこれらに限定されない。これら無機粒子の一次粒子径は１００ｎｍ以下、よ
り好ましくは６０ｎｍ以下が好ましい。
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【０１１７】
　無機粒子の含有量は、溶剤を除く樹脂組成物全量に対して、好ましくは５～９０重量％
である。
【０１１８】
　本発明で用いられるポジ型感光性樹脂組成物は、有機ＥＬ表示装置の長期信頼性を損な
わない範囲で熱酸発生剤を含有してもよい。熱酸発生剤は、加熱により酸を発生し、（Ｄ
）熱架橋剤の架橋反応を促進する他、（Ａ）成分の樹脂に未閉環のイミド環構造、オキサ
ゾール環構造を有している場合はこれらの環化を促進し、硬化膜の機械特性をより向上さ
せることができる。
【０１１９】
　本発明に用いられる熱酸発生剤の熱分解開始温度は、５０℃～２７０℃が好ましく、２
５０℃以下がより好ましい。また、本発明のポジ型感光性樹脂組成物を基板に塗布した後
の乾燥（プリベーク：約７０～１４０℃）時には酸を発生せず、その後の露光、現像でパ
ターニングした後の最終加熱（キュア：約１００～４００℃）時に酸を発生するものを選
択すると、現像時の感度低下を抑制できるため好ましい。
【０１２０】
　本発明に用いられる熱酸発生剤から発生する酸は強酸が好ましく、例えば、ｐ－トルエ
ンスルホン酸、ベンゼンスルホン酸などのアリールスルホン酸、メタンスルホン酸、エタ
ンスルホン酸、プロパンスルホン酸、ブタンスルホン酸などのアルキルスルホン酸やトリ
フルオロメチルスルホン酸などのハロアルキルスルホン酸などが好ましい。これらはオニ
ウム塩のような塩として、またはイミドスルホナートのような共有結合化合物として用い
られる。これらを２種以上含有してもよい。
【０１２１】
　本発明に用いられる熱酸発生剤の含有量は、溶剤を除く樹脂組成物全量に対して、０．
０１重量％以上が好ましく、０．１重量％以上がより好ましい。０．０１重量％以上含有
することで、架橋反応および樹脂の未閉環構造の環化が促進されるため、硬化膜の機械特
性および耐薬品性をより向上させることができる。また、有機ＥＬ表示装置の長期信頼性
の観点から、５重量％以下が好ましく、３重量％以下がより好ましく、２重量％以下がよ
り好ましい。
【０１２２】
　本発明の有機ＥＬ表示装置の製造方法は、（Ａ）アルカリ可溶性樹脂、（Ｂ）ｏ－キノ
ンジアジド化合物、（Ｃ）有機溶剤を含むポジ型感光性樹脂組成物を用いて第一電極上に
形成された絶縁層の硬化膜を得る工程を含むことを特徴とする、有機ＥＬ表示装置の製造
方法である。また、本発明の有機ＥＬ表示装置の製造方法は、（Ａ）アルカリ可溶性樹脂
、（Ｂ）ｏ－キノンジアジド化合物、（Ｃ）有機溶剤を含むポジ型感光性樹脂組成物を用
いて駆動回路上に形成された平坦化層の硬化膜を得る工程を含むことが好ましい。
【０１２３】
　次に、本発明のポジ型感光性樹脂組成物を用いた硬化膜の製造方法について詳しく説明
する。本発明のポジ型感光性樹脂組成物をスピンコート法、スリットコート法、ディップ
コート法、スプレーコート法、印刷法などで塗布し、ポジ型感光性樹脂組成物の塗布膜を
得る。塗布に先立ち、ポジ型感光性樹脂組成物を塗布する基材を予め前述した密着改良剤
で前処理してもよい。例えば、密着改良剤をイソプロパノール、エタノール、メタノール
、水、テトラヒドロフラン、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、プロ
ピレングリコールモノメチルエーテル、乳酸エチル、アジピン酸ジエチルなどの溶剤に０
．５～２０重量％溶解させた溶液を用いて、基材表面を処理する方法が挙げられる。基材
表面の処理方法としては、スピンコート、スリットダイコート、バーコート、ディップコ
ート、スプレーコート、蒸気処理などの方法が挙げられる。塗布後、必要に応じて減圧乾
燥処理を施し、その後、ホットプレート、オーブン、赤外線などを用いて、５０℃～１８
０℃の範囲で１分間～数時間の熱処理を施すことで感光性樹脂膜を得る。
【０１２４】
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　次に、得られた感光性樹脂膜からパターンを形成する方法について説明する。感光性樹
脂膜上に所望のパターンを有するマスクを通して化学線を照射する。露光に用いられる化
学線としては紫外線、可視光線、電子線、Ｘ線などがあるが、本発明では水銀灯のｉ線（
３６５ｎｍ）、ｈ線（４０５ｎｍ）、ｇ線（４３６ｎｍ）を用いることが好ましい。
【０１２５】
　露光後、現像液を用いて露光部を除去する。現像液としては、テトラメチルアンモニウ
ムヒドロキシド、ジエタノールアミン、ジエチルアミノエタノール、水酸化ナトリウム、
水酸化カリウム、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、トリエチルアミン、ジエチルアミン、
メチルアミン、ジメチルアミン、酢酸ジメチルアミノエチル、ジメチルアミノエタノール
、ジメチルアミノエチルメタクリレート、シクロヘキシルアミン、エチレンジアミン、ヘ
キサメチレンジアミンなどのアルカリ性を示す化合物の水溶液が好ましい。また場合によ
っては、これらのアルカリ水溶液にＮ－メチル－２－ピロリドン、Ｎ，Ｎ－ジメチルホル
ムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、ジメチルスルホキシド、γ－ブチロラクトン
、ジメチルアクリルアミドなどの極性溶剤、メタノール、エタノール、イソプロパノール
などのアルコール類、乳酸エチル、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート
などのエステル類、シクロペンタノン、シクロヘキサノン、イソブチルケトン、メチルイ
ソブチルケトンなどのケトン類などを単独あるいは数種を組み合わせたものを添加しても
よい。現像方式としては、スプレー、パドル、浸漬、超音波等の方式が可能である。
【０１２６】
　次に、現像によって形成したパターンを蒸留水にてリンス処理をすることが好ましい。
ここでもエタノール、イソプロピルアルコールなどのアルコール類、乳酸エチル、プロピ
レングリコールモノメチルエーテルアセテートなどのエステル類などを蒸留水に加えてリ
ンス処理をしてもよい。
【０１２７】
　次に加熱処理を行う。加熱処理により残留溶剤や耐熱性の低い成分を除去できるため、
耐熱性および耐薬品性を向上させることができる。特に、本発明のポジ型感光性樹脂組成
物が、ポリイミド前駆体、ポリベンゾオキサゾール前駆体の中から選ばれるアルカリ可溶
性樹脂、それらの共重合体またはそれらとポリイミドとの共重合体を含む場合は、加熱処
理によりイミド環、オキサゾール環を形成できるため、耐熱性および耐薬品性を向上させ
ることができ、また、アルコキシメチル基、メチロール基、エポキシ基、またはオキタニ
ル基を少なくとも２つ有する化合物を含む場合は、加熱処理により熱架橋反応を進行させ
ることができ、耐熱性および耐薬品性を向上させることができる。この加熱処理は温度を
選び、段階的に昇温するか、ある温度範囲を選び連続的に昇温しながら５分間～５時間実
施する。一例としては、１５０℃、２５０℃で各３０分ずつ熱処理する。あるいは室温よ
り３００℃まで２時間かけて直線的に昇温するなどの方法が挙げられる。本発明において
の加熱処理条件としては１５０℃から４００℃が好ましく、２００℃以上３５０℃以下が
より好ましい。
【実施例】
【０１２８】
　以下実施例等をあげて本発明を説明するが、本発明はこれらの例によって限定されるも
のではない。なお、実施例中のポジ型感光性樹脂組成物の評価は以下の方法により行った
。
【０１２９】
　（１）感度評価現像膜の作製
　塗布現像装置Ｍａｒｋ－７（東京エレクトロン（株）製）を用いて、８インチシリコン
ウェハー上にワニスをスピンコート法で塗布を行い、１２０℃で３分間ホットプレートに
てベークをして膜厚３．０μｍのプリベーク膜を作製した。その後、露光機ｉ線ステッパ
ーＮＳＲ－２００５ｉ９Ｃ（ニコン社製）を用い、１０μｍのコンタクトホールのパター
ンを有するマスクを介して、１００～１２００ｍＪ／ｃｍ2の露光量にて５０ｍＪ／ｃｍ2

ステップで露光した。露光後、前記Ｍａｒｋ－７の現像装置を用いて、２．３８重量％の
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時の膜減りが０．５μｍになる時間で現像した後、蒸留水でリンス後、振り切り乾燥し、
パターンを得た。
【０１３０】
　膜厚の測定方法
　大日本スクリーン製造（株）製ラムダエースＳＴＭ－６０２を使用し、屈折率１．６３
として測定した。
【０１３１】
　感度の算出
　前記の方法で得た現像膜のパターンをＦＤＰ顕微鏡ＭＸ６１（オリンパス（株）社製）
を用いて倍率２０倍で観察し、コンタクトホールの開口径が１０μｍに達した最低必要露
光量を求め、これを感度とした。
【０１３２】
　（２）絶縁層の電子線マイクロアナライザ測定
　有機ＥＬ表示装置の作製方法
　図２に使用した基板の概略図を示す。まず、３８×４６ｍｍの無アルカリガラス基板１
０に、表１の参考例の内、各実施例に即したワニスをスピンコート法により塗布し、１２
０℃のホットプレート上で２分間プリベークした。この膜にフォトマスクを介してＵＶ露
光した後、２．３８％ＴＭＡＨ水溶液で現像し、露光部分のみを溶解させた後、純水でリ
ンスした。得られたポリイミド前駆体パターンを、窒素雰囲気下２５０℃のオーブン中で
６０分間キュアした。このようにして、基板有効エリアに限定して平坦化層１１を形成し
た。平坦化層の厚さは約２．０μｍであった。次に、スパッタ法によりＡＰＣ合金膜１０
０ｎｍを基板全面に形成し、反射電極１２としてエッチングした。その後、スパッタ法に
よりＩＴＯ透明導電膜１０ｎｍを基板全面に形成し、第一電極１３としてエッチングした
。また、同時に第二電極を取り出すため補助電極１４も同時に形成した。得られた基板を
 “セミコクリーン５６”（商品名、フルウチ化学（株）製）で１０分間超音波洗浄して
から、超純水で洗浄した。次にこの基板全面に、表１の参考例の内、各実施例に即したワ
ニスをスピンコート法により塗布し、１２０℃のホットプレート上で２分間プリベークし
た。この膜にフォトマスクを介してＵＶ露光した後、２．３８％ＴＭＡＨ水溶液で現像し
、露光部分のみを溶解させた後、純水でリンスした。得られたポリイミド前駆体パターン
を、窒素雰囲気下２５０℃のオーブン中で６０分間キュアした。このようにして、幅７０
μｍ、長さ２６０μｍの開口部が幅方向にピッチ１５５μｍ、長さ方向にピッチ４６５μ
ｍで配置され、それぞれの開口部が第一電極を露出せしめる形状の感光性ポリイミドから
なる絶縁層１５を、基板有効エリアに限定して形成した。なお、この開口部が最終的に発
光画素となる。また、基板有効エリアは１６ｍｍ四方、絶縁層の厚さは約２．０μｍであ
った。
【０１３３】
　次に、平坦化層、反射電極、第一電極、絶縁層を形成した基板を用いて有機ＥＬ表示装
置の作製を行った。前処理として窒素プラズマ処理をおこなった後、真空蒸着法により発
光層を含む有機ＥＬ層１６を形成した。なお、蒸着時の真空度は１×１０-3Ｐａ以下であ
り、蒸着中は蒸着源に対して基板を回転させた。まず、正孔注入層として化合物（ＨＴ－
１）を１０ｎｍ、正孔輸送層として化合物（ＨＴ－２）を５０ｎｍ蒸着した。次に発光層
に、ホスト材料としての化合物（ＧＨ－１）とドーパント材料としての化合物（ＧＤ－１
）を、ドープ濃度が１０％になるようにして４０ｎｍの厚さに蒸着した。次に、電子輸送
材料として化合物（ＥＴ－１）とＬｉＱを体積比１：１で４０ｎｍの厚さに積層した。有
機ＥＬ層で用いた化合物の構造を以下に示す。
【０１３４】
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【化８】

【０１３５】
　次に、ＬｉＱを２ｎｍ蒸着した後、ＭｇＡｇを体積比１０：１で１０ｎｍ蒸着して第二
電極１７とした。最後に、低湿窒素雰囲気下でキャップ状ガラス板をエポキシ樹脂系接着
剤を用いて接着することで封止をし、１枚の基板上に５ｍｍ四方の発光装置を４つ作製し
た。なお、ここで言う膜厚は水晶発振式膜厚モニター表示値である。
【０１３６】
　電子線マイクロアナライザ測定
　上記で作製した有機ＥＬ表示装置のキャップ状ガラス板を取り除き、斜め研磨およびイ
オンミリングにより、絶縁層部分を露出させた。カーボン蒸着の上、電子線マイクロアナ
ライザＥＭＰＡ－１６１０（（株）島津製作所製）で硬化膜を元素分析した。測定条件は
、加速電圧：１５ｋＶ、ビームサイズ：１０μｍ、照射電流：１０ｎＡ、計測時間：１０
秒、ＣはＬＳ１２Ｌ分光結晶を用いて４４．７０オングストロームのＫαピーク強度、Ｓ
はＰＥＴ分光結晶を用いて５．３７オングストロームのＫαピーク強度を測定した。標準
試料としてＣ、ＢａＳＯ4を用い、ＺＡＦ補正（Ｚ：原子番号補正、Ａ：吸収補正、Ｆ：
蛍光励起補正）を施した。各サンプルにつき３回測定し、その平均値で硫黄と炭素のモル
比Ｓ／Ｃを算出した。
【０１３７】
　（３）平坦化層の電子線マイクロアナライザ測定
　（２）と同様の方法で作製した有機ＥＬ表示装置のキャップ状ガラス板を取り除き、斜
め研磨およびイオンミリングにより、平坦化層部分を露出させた。次に（２）と同様に方
法で電子線マイクロアナライザを測定、硫黄と炭素のモル比Ｓ／Ｃを算出した。
【０１３８】
　（４）絶縁層のアウトガス測定
　（２）と同様の方法で作製した有機ＥＬ表示装置のキャップ状ガラス板、第二電極、有
機薄膜層を除いて絶縁層を露出させた。この絶縁層１０ｍｇをパージ・アンド・トラップ
法にて吸着捕捉した。具体的には、採取した硬化膜をパージガスとしてヘリウムを用いて
１８０℃で３０分間加熱し、脱離した成分を吸着剤（Ｃａｒｂｏｔｒａｐ４００）に捕集
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した。
【０１３９】
　捕集した成分を２８０℃で５分間熱脱離させ、次いで、ＧＣ－ＭＳ装置６８９０／５９
７３Ｎ（Ａｇｉｌｅｎｔ社製）を用い、カラム温度：４０～３００℃、キャリアガス：ヘ
リウム（１．５ｍＬ／ｍｉｎ）、スキャン範囲：ｍ／Ｚ＝２９～６００の条件で、ＧＣ－
ＭＳ分析を実施した。ｎ－ヘキサデカンを標準物質として上記と同一条件でＧＣ－ＭＳ分
析して検量線を作成することで、ｎ－ヘキサデカン換算でガス発生量を算出した。
【０１４０】
　得られた硬化膜のうち１０ｍｇをパージ・アンド・トラップ法にて吸着捕捉した。具体
的には、採取した硬化膜をパージガスとしてヘリウムを用いて１８０℃で３０分間加熱し
、脱離した成分を吸着剤（Ｃａｒｂｏｔｒａｐ４００）に捕集した。
【０１４１】
　捕集した成分を２８０℃で５分間熱脱離させ、次いで、ＧＣ－ＭＳ装置６８９０／５９
７３Ｎ（Ａｇｉｌｅｎｔ社製）を用い、カラム温度：４０～３００℃、キャリアガス：ヘ
リウム（１．５ｍＬ／ｍｉｎ）、スキャン範囲：ｍ／Ｚ２９～６００の条件で、ＧＣ－Ｍ
Ｓ分析を実施した。ｎ－ヘキサデカンを標準物質として上記と同一条件でＧＣ－ＭＳ分析
して検量線を作成することで、ｎ－ヘキサデカン換算でガス発生量を算出した。
【０１４２】
　（５）平坦化層のアウトガス測定
　（２）と同様の方法で作製した有機ＥＬ表示装置のキャップ状ガラス板、第二電極、有
機薄膜層、絶縁層、第一電極を除いて平坦化層を露出させた。この平坦化層１０ｍｇを（
４）と同様の方法でアウトガス測定をした。
【０１４３】
　（６）絶縁層の熱重量減少温度測定
　（２）と同様の方法で作製した有機ＥＬ表示装置のキャップ状ガラス板、第二電極、有
機薄膜層を除いて絶縁層を露出させた。この絶縁層１０ｍｇを熱重量分析装置ＴＧＡ－５
０（島津製作所（株）製）を用い、窒素雰囲気下、１５０℃で３０分予備乾燥した後、昇
温速度１０℃／分での昇温過程で、重量が初期重量に対して５％減少した時の温度を測定
した。
【０１４４】
　（７）平坦化層の熱重量減少温度測定
　（２）と同様の方法で作製した有機ＥＬ表示装置のキャップ状ガラス板、第二電極、有
機薄膜層、絶縁層、第一電極を除いて平坦化層を露出させた。この平坦化層１０ｍｇを（
６）と同様の方法で熱重量減少温度測定を行い、重量が初期重量に対して５％減少した時
の温度を測定した。
【０１４５】
　（８）有機ＥＬ表示装置の長期信頼性試験
　（２）の方法で作製した有機ＥＬ表示装置を、発光面を上にして８０℃に加熱したホッ
トプレートに乗せ、波長３６５ｎｍ、照度０．６ｍＷ／ｃｍ2のＵＶ光を照射した。２５
０時間、５００時間、１０００時間経過後に１０ｍＡ／ｃｍ2で直流駆動にて発光させ、
発光画素における発光面積を測定した。
【０１４６】
　合成例１　ヒドロキシル基含有ジアミン化合物の合成
　２，２－ビス（３－アミノ－４－ヒドロキシフェニル）ヘキサフルオロプロパン（以降
ＢＡＨＦと呼ぶ）１８．３ｇ（０．０５モル）をアセトン１００ｍＬ、プロピレンオキシ
ド１７．４ｇ（０．３モル）に溶解させ、－１５℃に冷却した。ここに３－ニトロベンゾ
イルクロリド２０．４ｇ（０．１１モル）をアセトン１００ｍＬに溶解させた溶液を滴下
した。滴下終了後、－１５℃で４時間反応させ、その後室温に戻した。析出した白色固体
をろ別し、５０℃で真空乾燥した。
【０１４７】
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　固体３０ｇを３００ｍＬのステンレスオートクレーブに入れ、メチルセロソルブ２５０
ｍＬに分散させ、５％パラジウム－炭素を２ｇ加えた。ここに水素を風船で導入して、還
元反応を室温で行なった。約２時間後、風船がこれ以上しぼまないことを確認して反応を
終了させた。反応終了後、濾過して触媒であるパラジウム化合物を除き、ロータリーエバ
ポレーターで濃縮し、下記式で表されるヒドロキシル基含有ジアミン化合物を得た。
【０１４８】
【化９】

【０１４９】
　合成例２　アルカリ可溶性樹脂（Ａ－１）の合成
　乾燥窒素気流下、３，３’，４，４’－ジフェニルエーテルテトラカルボン酸二無水物
（以降ＯＤＰＡと呼ぶ）３１．０ｇ（０．１０モル）をＮＭＰ５００ｇに溶解させた。こ
こに合成例１で得られたヒドロキシル基含有ジアミン化合物４５．３５ｇ（０．０７５モ
ル）と１，３－ビス（３－アミノプロピル）テトラメチルジシロキサン１．２４ｇ（０．
００５モル）をＮＭＰ５０ｇとともに加えて、２０℃で１時間反応させ、次いで５０℃で
２時間反応させた。次に末端封止剤として４－アミノフェノール４．３６ｇ（０．０４モ
ル）をＮＭＰ５ｇとともに加え、５０℃で２時間反応させた。その後、Ｎ，Ｎ－ジメチル
ホルムアミドジメチルアセタール２８．６ｇ（０．２４モル）をＮＭＰ５０ｇで希釈した
溶液を１０分かけて滴下した。滴下後、５０℃で３時間撹拌した。撹拌終了後、溶液を室
温まで冷却した後、溶液を水３Ｌに投入して白色沈殿を得た。この沈殿を濾過で集めて、
水で３回洗浄した後、８０℃の真空乾燥機で２４時間乾燥し、目的のアルカリ可溶性樹脂
であるポリイミド前駆体（Ａ－１）を得た。
【０１５０】
　合成例３　アルカリ可溶性樹脂（Ａ－２）の合成
　乾燥窒素気流下、ＢＡＨＦ２９．３ｇ（０．０８モル）、１，３－ビス（３－アミノプ
ロピル）テトラメチルジシロキサン１．２４ｇ（０．００５モル）、末端封止剤として、
３－アミノフェノール３．２７ｇ（０．０３モル）をＮ－メチル－２－ピロリドン（ＮＭ
Ｐ）１５０ｇに溶解した。ここにＯＤＰＡ３１．０ｇ（０．１モル）をＮＭＰ５０ｇとと
もに加えて、２０℃で１時間撹拌し、次いで５０℃で４時間撹拌した。その後、キシレン
を１５ｇ添加し、水をキシレンとともに共沸しながら、１５０℃で５時間撹拌した。撹拌
終了後、溶液を水３Ｌに投入して白色沈殿を集めた。この沈殿をろ過で集めて、水で３回
洗浄した後、８０℃の真空乾燥機で２４時間乾燥し、アルカリ可溶性樹脂であるポリイミ
ド（Ａ－２）を得た。
【０１５１】
　合成例４　アルカリ可溶性樹脂（Ａ－３）の合成
　乾燥窒素気流下、ＢＡＨＦ１８．３ｇ（０．０５モル）をＮＭＰ５０ｇ、グリシジルメ
チルエーテル２６．４ｇ（０．３モル）に溶解させ、溶液の温度を－１５℃まで冷却した
。ここにジフェニルエーテルジカルボン酸ジクロリド（日本農薬（株）製）７．４ｇ（０
．０２５モル）、イソフタル酸クロリド（東京化成（株）製）５．１ｇ（０．０２５モル
）をγ－ブチロラクトン（ＧＢＬ）２５ｇに溶解させた溶液を内部の温度が０℃を越えな
いように滴下した。滴下終了後、－１５℃で６時間撹拌を続けた。反応終了後、メタノー
ルを１０重量％含んだ水３Ｌに溶液を投入して白色の沈殿を集めた。この沈殿を濾過で集
めて、水で３回洗浄した後、８０℃の真空乾燥機で２４時間乾燥し、目的のアルカリ可溶
性樹脂であるポリベンゾオキサゾール前駆体（Ａ－３）を得た。
【０１５２】
　合成例５　アルカリ可溶性樹脂溶液（Ａ－４）の合成
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　５００ｍｌのフラスコに２,２’－アゾビス（イソブチロニトリル）を５ｇ、ｔ－ドデ
カンチオールを５ｇ、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート（以下、ＰＧ
ＭＥＡと略する）を１５０ｇ入れた。その後、メタクリル酸を３０ｇ、ベンジルメタクリ
レートを３５ｇ、トリシクロ［５．２．１．０2,6］デカン－８－イルメタクリレートを
３５ｇ加え、室温でしばらく撹拌し、フラスコ内を窒素置換した後、７０℃で５時間加熱
撹拌した。次に、得られた溶液にメタクリル酸グリシジルを１５ｇ、ジメチルベンジルア
ミンを１ｇ、ｐ－メトキシフェノールを０．２ｇ添加し、９０℃で４時間加熱撹拌し、ア
クリル樹脂溶液（Ａ－４）を得た。得られたアクリル樹脂溶液（Ａ－４）の固形分濃度は
４３重量％であった。
【０１５３】
　合成例６　アルカリ可溶性樹脂（Ａ－５）の合成
　酸二無水物としてＯＤＰＡを１５．５ｇ（０．０５モル）、３，３’，４，４’－ジフ
ェニルスルホンテトラカルボン酸二無水物１７．９ｇ（０．０５モル）を加えた以外は合
成例３と同様にして、骨格中に硫黄原子を含むアルカリ可溶性樹脂であるポリイミド（Ａ
－５）を得た。
【０１５４】
　合成例７　キノンジアジド化合物（Ｂ－１）の合成
　乾燥窒素気流下、ＴｒｉｓＰ－ＰＡ（商品名、本州化学工業（株）製）２１．２２ｇ（
０．０５モル）と５－ナフトキノンジアジドスルホニル酸クロリド３６．２７ｇ（０．１
３５モル）を１，４－ジオキサン４５０ｇに溶解させ、室温にした。ここに、１，４－ジ
オキサン５０ｇと混合したトリエチルアミン１５．１８ｇを、系内が３５℃以上にならな
いように滴下した。滴下後３０℃で２時間撹拌した。トリエチルアミン塩を濾過し、ろ液
を水に投入した。その後、析出した沈殿をろ過で集めた。この沈殿を真空乾燥機で乾燥さ
せ、下記式で表されるキノンジアジド化合物（Ｂ－１）を得た。
【０１５５】
【化１０】

【０１５６】
　合成例８　キノンジアジド化合物（Ｂ－２）の合成
　乾燥窒素気流下、ＴｒｉｓＰ－ＰＡ（商品名、本州化学工業（株）製）２１．２２ｇ（
０．０５モル）と４－ナフトキノンジアジドスルホニル酸クロリド３６．２７ｇ（０．１
３５モル）を１，４－ジオキサン４５０ｇに溶解させ、室温にした。ここに、１，４－ジ
オキサン５０ｇと混合したトリエチルアミン１５．１８ｇを、系内が３５℃以上にならな
いように滴下した。滴下後３０℃で２時間撹拌した。トリエチルアミン塩を濾過し、ろ液
を水に投入した。その後、析出した沈殿をろ過で集めた。この沈殿を真空乾燥機で乾燥さ
せ、下記式で表されるキノンジアジド化合物（Ｂ－２）を得た。
【０１５７】
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【化１１】

【０１５８】
　合成例９　キノンジアジド化合物（Ｂ－３）の合成
　乾燥窒素気流下、ＴｒｉｓＰ－ＰＡ（商品名、本州化学工業（株）製）２１．２２ｇ（
０．０５モル）と５－ナフトキノンジアジドスルホニル酸クロリド３６．２７ｇ（０．１
０モル）を１，４－ジオキサン４５０ｇに溶解させ、室温にした。ここに、１，４－ジオ
キサン５０ｇと混合したトリエチルアミン１５．１８ｇを、系内が３５℃以上にならない
ように滴下した。滴下後３０℃で２時間撹拌した。トリエチルアミン塩を濾過し、ろ液を
水に投入した。その後、析出した沈殿をろ過で集めた。この沈殿を真空乾燥機で乾燥させ
、下記式で表されるキノンジアジド化合物（Ｂ－３）を得た。
【０１５９】

【化１２】

【０１６０】
　参考例１
　前記合成例２で得られたアルカリ可溶性樹脂（Ａ－１）１０．０ｇ、（Ｂ－１）１．２
ｇをプロピレングリコールモノメチルエーテル（以下ＰＧＭＥと呼ぶ）３２．０ｇとγ－
ブチロラクトン（以下ＧＢＬと呼ぶ）８．０ｇに溶解した後、０．２μｍのポリテトラフ
ルオロエチレン製のフィルター（住友電気工業（株）製）で濾過してポジ型感光性樹脂組
成物（ワニス）Ａを得た。
【０１６１】
　参考例２～３１
　参考例１と同様の方法で、化合物の種類と量は表１、２記載の通りでワニスＢ～Ｘ、お
よびワニスａ～ｈを得た。なお、表１で示した化合物の名称と構造を示す。
【０１６２】
　Ｄ－１：ＨＭＯＭ－ＴＰＨＡＰ（商品名、本州化学工業（株）製）
　Ｄ－２：ＮＣ６０００（商品名、日本化薬（株）製）
　Ｅ－１：ＰＡＧ－１０３（商品名、チバスペシャルティケミカルズ（株）製）
【０１６３】
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【化１３】

【０１６４】
　実施例１～２４、比較例１～８
　平坦化層にワニスａ、絶縁層に表１記載のワニスを用い、前記方法で有機ＥＬ表示装置
を作製した。この有機ＥＬ表示装置を用いて前記方法で絶縁層の電子線マイクロアナライ
ザ測定、絶縁層のアウトガス測定、絶縁層の熱重量減少温度測定、および有機ＥＬ表示装
置の長期信頼性試験を実施した。評価結果を表３、４に示す。
【０１６５】
　実施例２５～３３
　平坦化層、絶縁層にそれぞれ表１記載のワニスを用い、前記方法で有機ＥＬ表示装置を
作製した。この有機ＥＬ表示装置を用いて前記方法で絶縁層および平坦化層の電子線マイ
クロアナライザ測定、絶縁層および平坦化層のアウトガス測定、絶縁層および平坦化層の
熱重量減少温度測定、および有機ＥＬ表示装置の長期信頼性試験を実施した。評価結果を
表５に示す。
【０１６６】
　有機ＥＬ表示装置の長期信頼性試験結果
　絶縁層が、（Ａ）アルカリ可溶性樹脂、（Ｂ）ｏ－キノンジアジド化合物、（Ｃ）有機
溶剤を含むポジ型感光性樹脂組成物より得られる硬化膜であって、電子線マイクロアナラ
イザで測定した際に得られる硫黄と炭素のモル比Ｓ／Ｃが０．００３以上０．００８以下
の条件を満たす有機ＥＬ表示装置である実施例１～２４は、上記条件を満たさない比較例
１～８に比べて長期信頼性が極めて良好な結果となった。なお、比較例３は１２００ｍＪ
／ｃｍ2の露光量でも露光部に溶け残りがあり、所望のパターンを得ることができなかっ
たため、長期信頼性試験を実施できなかった。比較例３は絶縁層のパターン加工をせずに
有機ＥＬ表示装置を作製し、上記方法で電子線マイクロアナライザ測定、アウトガス測定
、熱重量減少温度測定を行った。
【０１６７】
　さらに絶縁層に加えて平坦化層も（Ａ）アルカリ可溶性樹脂、（Ｂ）ｏ－キノンジアジ
ド化合物、（Ｃ）有機溶剤を含むポジ型感光性樹脂組成物より得られる硬化膜であって、
電子線マイクロアナライザで測定した際に得られる硫黄と炭素のモル比Ｓ／Ｃが０．００
３以上０．００８以下である有機ＥＬ表示装置である実施例２５～２７、２９、３１、３
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【０１６８】
【表１】

【０１６９】
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【表２】

【０１７０】
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【表３】

【０１７１】
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【表４】

【０１７２】
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【表５】

【符号の説明】
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【０１７３】
１：ＴＦＴ（薄膜トランジスタ）
２：配線
３：ＴＦＴ絶縁層
４：平坦化層
５：ＩＴＯ（透明電極）
６：基板
７：コンタクトホール
８：絶縁層
１０：ガラス基板
１１：平坦化層
１２：反射電極
１３：第一電極
１４：補助電極
１５：絶縁層
１６：有機ＥＬ層
１７：第二電極

【図１】

【図２】
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